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地球環境に優しい公器性の高い企業をめざして�

　イルカの仲間は、頭部から発信する超音波の反響を聞き取ること
で「水中を見る」ことができるセンサを持っています。「エコーロケー
ション」と呼ばれるこの能力によって、数キロ離れた魚の群れを感知
するだけでなく、その距離や大きさ、形、材質、そして水温までも知る
ことができるのです。�
�　こうした生き物の驚くべき能力には、技術として学ぶところが
多くあります。センシング＆コントロールをコア・コンピタンスとするオム
ロンも、自然界の知恵に学び、自然と共存する新技術の開発を進め
ていきたいと考えています。�

発行：2002年6月�

本書は、エコマーク認定の古紙含有率100％の再生紙（白色度82％）を使用しています。�
インキは、大気汚染の原因となるVOC（揮発性有機化合物）の発生を減らすた
めに、アメリカ大豆協会認定の大豆インキを使っています。�

＜表紙メッセージ＞�

　�
〒600-8530　京都市下京区塩小路通堀川東入�
お問い合わせ先：経営総務室　品質・環境部�
TEL : 075-344-7033　 FAX : 075-344-7088�
E-mail : webmaster@omron.co.jp�
URL : ht tp://www.omron.co.jp/ kankyo/
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最適化社会に向けて�
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環境基本法をはじめとする環境関連法を遵守することは勿論、

可能な限りその施行に先立ち適応させるとともに、環境保全を

促進するための自主的な基準を定める。�

上記環境関連の各組織は、下記の重点課題より該当する課

題を選択し、環境負荷とＥＭＳの継続的な改善をする。�

（1）顧客の環境負荷低減に寄与する商品と技術の創出を推    

　 進する。�

（2）環境に優しい資材・什器・備品の購入を推進する。�

（3）資源生産性向上に向けた活動を推進する。�

（4）ＣＯ2発生量の削減に向け、省エネ活動を推進する。�

（5）地域環境の汚染軽減および防止を推進する。�

環境改善の目的と目標は文書化し、その達成状況を定期的

に監査し、環境管理の見直しおよび維持向上に努める。�

環境方針を全社員に対して教育および啓発活動を行い周知

する。�

環境に関する社会貢献の場には積極的に参加する。�

環境方針、環境に対する取り組みは、適切な形で一般に公開

する。�

オムロン本社に環境担当役員と専従の組織を設置する。また

全てのカンパニーおよびサイトは環境と人との調和を指向する

組織・体制を設置する。�

ＩＳＯ14001に適合した環境マネジメントシステム（以下ＥＭＳと

いう）を構築する。�

利害関係者からの環境についての要望は、誠意をもって対応

する。�

私たちは、環境と人との調和を目指し、公器性の高い企業

活動を通して、よりよい環境の実現に貢献します。�

環境宣言�
�

コーポレートステートメント－Sensing tomorrow－�

オムロンの企業理念体系と環境宣言�

私たちは、環境宣言の理念に基づき、環境問題を経営の

重要課題の一つとして位置づけ、マイクロエレクトロニクス

事業、サービス事業等、オムロングループの全ての活動と

製品、サービスを対象に以下の方針のもとで行動する。�

環境方針�
�

環境省� ＧＲＩ� 経済産業省�

ガイドライン�

オムロンの企業姿勢とその価値をグローバルに伝えるコアメッセージとして、つぎの想

いを込めて制定しました。�

オムロンは、いつも新たな社会を見つめ、明日を切り拓く企業でありたいと考えます。

そのために、「明日を創る」という高い志をもち、Sensing&Control技術という強みを核

として、知恵とチャレンジマインドに溢れる企業体へダイナミックな変革を実践していきます。

そして、すべてのステークホルダ－の皆様に支持され期待されるグループ企業を目

指します。�

本報告書の対象範囲�
�環境活動データの対象は、オムロン㈱と国内の主要関係会社12社です。�
�●オムロン(株)�

�●オムロン飯田(株)　●オムロン一宮(株)　●オムロン武雄(株)　●オムロン直方(株)�

　●オムロン山陽(株)　●オムロン松阪(株)　●オムロン岡山(株)　●オムロン出雲(株)�

　●オムロン阿蘇(株)　●オムロン倉吉(株)　●オムロン熊本(株)　●オムロン京都太陽(株)�

�海外の生産関係会社のデータについては、24ページで報告しています。�
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「われわれの働きで�
  われわれの生活を向上し�
  よりよい社会を�
　つくりましょう」�

社憲�

経営の�
公器性�

社会の�
公器性�

社憲�

　 最適化社会における企業のあり方�
創業者が開発したＳＩＮＩＣ理論の中で、２１世紀初頭に人と機械の調和が人間の暮らしを快適にする「最適化社会」

へ移行することを予測しています。「最適化社会」とは、例えばヒューマニズムと効率主義、働きがいと生きがい、会社

と家庭あるいは社会、個人と全体というように、２つの価値観が併存するが、どちらかの価値観が偏重されるのでは

なく、相互に融合し、バランスをとりながら、人間と自然あるいは機械が最適に調和していく時代ないし社会であ

ると考えています。�

２００１年５月に発表した経営構想「グランドデザイン2010」の中に、「自律」「共生」「創造」の３つの経営視点を込め

ました。「共生」する世界観をもち、「自律」した個が働きがい・生きがいを見出し、「創造性」を発揮することで、「最適

化経営」を推し進め、２１世紀企業の創造を目指します。�

最適化社会における価値観や社会システムの変化に応じ、企業も大変革をしなければなりません。社会への貢献、

社員への貢献を大切にするという企業の社会性、公共性を重視した企業経営がこれからはより重要になってくる

で�

しょう。これは、社会貢献を通じて、企業が社会と共存していくことを意味し、企業市民活動（企業も一市民としてその

　 人間を視点に入れた経営�
当社の企業理念を一言で表現すれば、人間視点の経営といえます。たえず、人に焦点を合わせ、人の暮らしと社会

を見つめる事業・経営を行ってきました。「最適化社会」の到来により、人間視点の経営は重要性をさらに増し

ていきます。�

人間視点の経営を継承することが、すなわち環境を大切にする経営につながると考えます。環境を企業経営と一

体と考える「環境経営」を推進していくことが、持続可能な社会を実現することであると確信しています。�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2002年6月�

企業の公器性�

経営理念�

創業者は1956年、�
「社会にあって企業は�
『公器』でなければならない」�
という革新的な考えを確立。�
今もこれを経営のバックボーンとし、�
来たるべき最適化社会への�
足がかりとしています。� 　 企業の公器性の実践�

オムロンは常に未来を志向しながら社会に提案し、次代を先取りした経営を行っ

てきました。これまでも、センシング＆コントロール技術をもとに社会の環境負荷を低減

する商品やシステムの開発を通して環境に貢献してきました。�

Sensing tomorrowをコーポレートステートメントに、次代の潜在ニーズを予測・先

取りする「ソーシャルニーズ創造」により、新たな価値や市場を創造し、社会をより豊

かにすることで「企業の公器性」を実践しています。�

２０世紀に未解決のまま残した環境問題・資源問題・エネルギー問題など「工業

社会の忘れ物」を取り戻すことが２１世紀のソーシャルニーズの中心となると考えます。

そのようなソーシャルニーズをセンシング＆コントロール技術で解決していくことが�

オムロンの使命であり、企業の公器性を発揮することであると考えています｡�

オムロン株式会社�
代表取締役社長�

企業の公器性�

編集方針�

「環境報告書2002」は、環境省と経済産業省、ＧＲＩがそれぞ

れ発行した環境報告書ガイドラインを参考に、2001年4月1日から

2002年3月31日までの1年間の活動をご報告するとともに、今後

の活動計画や目標なども一部掲載しています。オムロンならでは

の経営と環境に対する考え方、技術や製品を通じた環境貢献、

環境保全のための取り組みの内容をわかりやすくお伝えするこ

とを念頭において編集しました。�

※ＧＲＩ（Global Reporting Initiative） 企業の持続可能性報告書の世界的な

ガイドライン立案を目的に、1997年秋に設立された国際的な組織。ＧＲＩのガ

イドラインでは、「環境」「社会」「経済」の3つの関連性に重点をおいた持続可

能性を目標としている。�



Corporate Profileプ ロ フ ィ ー ル �

43

オムロンはこんな会社です�

［オムロングループの主要な事業所、関係会社］�
■オムロン株式会社（おもな事業所、工場、研究所）�

　京都事業所、東京事業所、大崎事業所、名古屋事業所、小牧車載事業所、大阪事業所、三島事業所、草津事業所、綾部事業所、水口工場、

　京都研究所、筑波研究所、熊本研究所�

■子会社133社（国内52社、海外81社）、関連会社１3社（国内8社、海外5社）�

従業員数の5年間のグラフ （単位：人）�
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利益 （単位：億円）�

［単独］  ■経常利益／■当期純利益�

［連結］  ■税引前純利益／■当期純利益�
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オムロン株式会社   単独�
オムロングループ  連結�

プロパー�
関係会社（海外含む）�

［社名］　　オムロン株式会社�

［創業］　　１９３３年（昭和８年）５月１０日�

［創立］　　１９４８年（昭和２３年）５月１９日�

［資本金］　 ６４０億８,１７８万円（2002年3月31日現在）�

　　　　OMRON Corporation

オムロン京都センタービル�

（'99当期純利益：退職給与引当金にかかわる会計処理の変更に伴い、
　追加引当額を当期に一括計上のため）�

会社概要�
1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

●　「環境憲章」を制定�
●　生産工程から特定フロン等を全廃�

●　環境推進グループを設置�

●　環境方針を制定�
●　綾部事業所およびオランダ生産会社が�
　　ＩＳＯ14001認証取得（オムロン初）�

●　近接スイッチ（形E2E/E2E2）が�
　    日本機械機器連合会主催の�
 　「優秀省エネルギー機器」会長賞を受賞�

●　環境貢献型経営を推進するための�
　　環境委員会、分科会を発足�
●　「環境憲章」を更新して「環境宣言」を制定�
●　環境報告書の初版発行�
●　「エコ商品認定制度」を制定�

●　5月　国内外生産30サイトが�
　　　　　ＩＳＯ14001を認証取得�
●　6月　仕入先様へグリーン調達方針発表�
●10月　環境方針の改定�
●10月　オムロン阿蘇（株）が�
　　　    「リサイクル推進協議会会長賞」を受賞�
●11月　新環境委員会発足�

●　2月　オムロン武雄（株）が�
　　       「エネルギー管理優良工場�
　　        九州通産局長賞」を受賞�
●　6月　「環境大賞」表彰制度の新設�
●　6月　仕入先様へグリーン調達を�
　　　      取引条件にすることを発表�

●　3月　オフィス＆ラボラトリーの�
　　　     ＩＳＯ14001　9サイト一括で認証取得�
●　4月　国内全生産サイトで環境会計を導入�
●　5月　第一回「環境大賞」の表彰�
●11月　京都事業所および三島事業所が�
　　　　「リサイクル推進協議会会長賞」を受賞�

●　2月　三島事業所が「エネルギー管理優良工場�
　　　　 関東経済産業局長賞」を受賞�
�
�
�
�
�

環 境 活 動 史 �

INPUT OUTPUT MAP

オムロンのおもな環境負荷�

�オムロンのおもな環境負荷は、製品を製造するためのエネルギーや資源の消費によるものです。各事業所で
の生産活動に伴い、地球温暖化を引き起こす二酸化炭素や、廃棄物、化学物質が排出されます。また、水資

源の利用も大きな環境負荷となっています。�

オムロンでは、このような環境負荷の全体像を把握し、生産活動における環境負荷低減に取り組んでいます。�

・システム機器�
（プログラマブルコントロー ラ、メカトロ、伝送機器他）�

・センシング機器�
（近接／光電など各種センサ、基板はんだ検査装置他）�

・産機コンポ�
（リミット／押ボタンスイッチ、ソリッドステート・リレー、
　監視制御機器、電子温度調節器、タイマ、カウンタ他）
　�

エレクトロニクスコンポーネンツ�
ビジネスカンパニー�

�・電子･機構部品�
（マイクロ／操作用スイッチ、マグネットリレー、コネクタ他）�

・車載電装�
（電動パワステコントローラ、　キーレスエントリーシステム他）�

・セミコンダクタ�
（カスタムＩＣ、マイクロレンズアレイ他）�

・ＯＡ機器�
（複写機周辺機器）　�

・アミューズメント機器�
（ゲーム機器等の端末およびシステム機器）�

ソーシアルシステムズ�
ビジネスカンパニー�

・ＥＦＴＳ事業 ※1�
（金融システム、流通システム他）�

・ＰＩＴＳ事業 ※2�
（駅務システム、交通管制システム、駐車場システム他）�

・新規事業�
（グーパス、顔認識システム他）�

※1  ＥＦＴＳ：Electronic Fund Transfer System �
       電子決済システム�

※2  ＰＩＴＳ：Public Information & Transfer System　　              
　　公共情報・交通システム�

ヘルスケアビジネスカンパニー�

・業務用（医家向）／家庭用健康機器�
（血圧計、ネブライザ、電子体温計、低周波治療器、マッ 
　サージャー、体脂肪計他）�

クリエーティブサービス�
ビジネスカンパニー�

・経営支援�
（経営管理支援／ファイナンス／ヒューマンなどのサー
　ビス）�

・業務支援�
（環境・省エネルギー・ファシリティ／フード／物流／広
告宣伝　などのサービス）�

・社員支援�
（プレステージサービス）�

事業開発本部�

・周辺機器�
（モデム、指紋照合システム、バックアップ電源などパソ
　コン周辺機器）�

・カード事業�
（カード関連商品、非接触ＩＤシステム他）�

・Ｍ2Ｍ事業�
（自動車盗難防止システム他）�

・エンタテインメント事業�
（プリントシール機他）�

「機械にできることは機械にまかせ、人間はより創造的な分野での活動を楽しむべきである」とい
う企業哲学を礎に、無限の広がりと可能性を持ったオムロン独自の技術で、より豊かな明日を切り
拓くためにチャレンジを続けます。�
各事業分野でのおもな商品は次のとおりです。�

　オムロンの事業概要�
（2002年4月現在）�
�

　オムロンの環境への取り組み�
オムロンは、環境貢献型経営を推進するため、1998年

に環境委員会を発足しました。本環境委員会の委員長

として、全社の環境取り組みを指揮し、環境負荷低減に

寄与することが私の責務と考えています。�

環境問題への取り組みは何よりも最優先すべき課題

であり、先送りすることは許されません。CO2削減対策を

はじめ環境負荷低減活動では、データをベースにした科

学的かつ合理的な取り組みが重要と考えています。ＣＯ2削

減については、当社商品の電力量モニタで個々の設備

や製造ラインの消費電力を計測し、分析することにより

省エネルギー効果を出しているサイトもありますが、まだ

まだ十分とはいえません。生産量に左右されることなく、

総量・原単位とも目標値がクリアできるようさらに取り組

みを強化します。�

今回はじめて、海外生産サイトの環境負荷データの

一部を掲載しました。また、国内の生産サイト別データは�

インターネットホームページに掲載しております。�

当社の環境取り組みにつ

いてご理解いただくとともに、

率直なご意見・ご感想をいた

だければ幸いです。�

�

専務取締役　�

品質・環境担当役員　�

今泉　昭男�

インダストリアルオートメーション�
ビジネスカンパニー�

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル�

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル�
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グリーンオムロン21と2001年度実績�

　 環境ビジョン「グリーンオムロン21」�
環境世紀にふさわしい21世紀企業の創造を目指し、

オムロンの「環境経営」の方向性と行動計画を示す環

境ビジョン「グリーンオムロン21」を策定しました。企業価

値の長期的最大化をはかり、持続可能な循環型社会

への貢献をねらいとしています。�

グリーンオムロン21では、エコマインドをベースに置きな

がら、エコマネジメント、エコプロダクツ、エコファクトリー／

ラボラトリー／オフィス、エコロジスティクス、エココミュニケー

ションを活動の柱とする環境行動計画を明確にして取り

組みます。�

エコマインド�

21世紀企業の創造�
社員一人ひとりが社会・地域・会社・家庭のあらゆる場面で環境を意識し、自律して行動する姿。�
オムロンが、地域からグローバルまでの環境意識高揚/啓発のための発信基地となっている姿。�

企業経営に環境が組み込まれ、経済性追求・利益追求と環境効率・効果の追求とが全経営シー
ンにおいて同じベクトルで取り組まれている姿。��
�

環境に配慮した価値観の転換やライフスタイルの変化に対応したソーシャルニーズを創造し、
商品創出が環境・社会・事業に貢献している姿。��

職場のすべての業務においてムリ・ムダ・ムラの排除、効率・効果を追求した環境活動が実施され
ている姿。結果として、地域において環境貢献企業（サイト）として認知され、模範となっている姿。
��

お客様・取引先様とをつなぐ物流（流通など営業活動含む）領域で、最大限の効率追求により、
環境負荷低減ができている姿。�

環境取り組みの積極的な情報開示、パートナーシップ形成などにより、地域・社会に環境面
で貢献し、「環境」オムロンとして社会で認知され、評価されている姿。�

環
境
経
営
実
践
に
よ
る
企
業
価
値
の
長
期
的
最
大
化�

社
会
の
発
展
／
持
続
可
能
な
循
環
型
社
会
へ
の
貢
献�

●グローバルで導入・集計･報告・開示�

�

●継続�

�

①生産15サイトへ導入�

②オフィス＆ラボラトリ－10サイトへ展開準備�

①生産15サイトへ導入�

②2002年4月収集開始�

オフィス&ラボラトリーに京都駅前事業所認証追加�

エコ商品の創出　17商品�

2002年3月認証審査受審・追加認証�

環境会計の導入�

汚染管理／環境リスクマネジメント� ●法規制違反・汚染事故･環境クレーム・苦情ゼロ� 法規制違反　ゼロ� 法規制違反　ゼロ�●法規制違反・汚染事故･環境クレーム・苦情ゼロ�

環境ＩＳＯ取得推進� ●維持継続�●維持継続�

エコ商品の創出　18商品�

LCAの実施�

エコ商品の開発/提供�

●継続実施�

●新商品のエコ商品化率　50％�

●継続実施� LCAの実施　11商品� LCAの実施　7商品�

●新商品のエコ商品化率　100％�

�

○�

△�

22

△� 21

○� 12

○� 10

9

○�

○�

○�
○�

○�

○�

26�

26

10�

10

○�

○�

○�

○�

27�

ー�

27�

27

27�

ー�

○�

△�

23�

ー�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

31�

31�

31�

31�

30�

29

○� 25

○�
�

18

19�

19�

○�

○�
�

○� 13～16�

鉛フリー41商品の技術評価� 鉛フリー42商品完了�有害化学物質削減・全廃商品の創出�

�

●全商品を対象に鉛・カドミウム・六価クロムの�
　全廃範囲を定めて実施�

●水銀・特定臭素系難燃剤（PBB、PBDE）の全廃�

●新商品を対象に鉛・カドミウム・六価クロムの�
　全廃範囲を定めて実施�

●水銀・特定臭素系難燃剤（PBB、PBDE）の全廃�

グリーン調達の推進� ●運用実施 � 仕入先様に対し、グリーン調達基準書に基づく予備評価� 仕入先様543社の予備評価完了�●国内主要仕入先様の評価完了�

●海外調達仕入先様および海外生産会社での仕入先様評価導入�

化学物質管理� ●システム運用継続� ●システム運用継続� 化学物質管理システムの構築� 化学物質管理システム開発完了�

ＣＯ2削減活動の促進�

�

●1995年度比　5.7％削減　12,246ton-C�

�

●1995年度比　7.1％削減　12,062ton-C エネルギー使用に伴うCO2排出量の削減�
（1995年度比　4.3%削減　12,430ton-C）�

実績値　11,747ton-C�
（1995年度比　9.5%削減）�

廃棄物の再資源化促進�

�

●再資源化率　96％以上�

●最終処分率　2.7％以下�

●再資源化率　100％�

●最終処分率　0％�

①再資源化率  87.5％以上�

②最終処分率    9.5％以下�

①再資源化率　92.0％�

②最終処分率　4.9％�

グリーン購入の推進（間接材）�

�

●間接材購買マネジメントシステム登録品のグリーン�

　商品比率　100％�

物流領域でのCO2削減/省資源�

�

●混載･共同輸送の継続/拡大�

●物流効率の追求�

●脱ダンボール化など省資源の推進�

●混載･共同輸送の継続/拡大�

●物流効率の追求�

●脱ダンボール化など省資源の推進�

①トラック便の削減�

②脱ダンボール化の検討�

�

①10ｔトラック削減2台、鉄道5ｔコンテナへの変更1台�

②実施計画策定のための事前調査�

●継続� ①オフィス＆ラボラトリーでグリーン購入率の収集�

②グリーン購入を与件とする間接材購買マネジメントシステム構築�

①オフィス＆ラボラトリーのグリーン購入金額比率　74％�

②間接材購買マネジメントシステム（ＳＬＩＭ）2002年4月スタート準備完了�

環境コミュニケーションの展開�

�

●環境報告書の発行（1回/年）�

●サイトレポート冊子発行（1回/年）�

●環境ホームページの更新（1回/年）�

●環境展示会への出展�

●主要拠点で地域環境貢献活動実施�

●主要拠点で社会貢献活動の継続実施�

●環境報告書発行継続実施�

●国内外全生産サイトでサイトレポートの発行�

●環境ホームページ更新継続�

●環境展示会への出展継続�

●社外向け環境フォーラムの実施�

●環境貢献活動・社会貢献活動継続�

環境啓発�

�

●講演会／発表会の実施（1回/年以上）�

●環境情報の発信�

●啓発施策（環境家計簿など）の実施�

●参加者範囲の拡大（１回/年以上）�

●環境情報発信の充実�

●啓発施策（環境家計簿など）拡大�

①環境月間講演会1回/年（6月）�

②全社表彰制度に環境大賞の新設と第1回表彰�

③環境月間における環境提案募集と表彰�

④環境家計簿初版発行�

①環境月間講演会6月実施。�

②エコ商品の部と環境貢献活動の部から各1点表彰�

③6月環境提案1434件。優秀賞3件、努力賞9件�

④プロパー全社員へ配付�

①環境報告書(日本語・英語）発行�

②サイトレポート(冊子）の発行（１サイト）�

③インターネットでの環境情報開示�

④社外環境展示会への出展�

⑤社外向け環境教育実施�

⑥環境貢献活動の実施（オムロンデー他）�

①環境報告書日本語10,000部・英語1,000部発行�

②綾部事業所発行�

③ホームページに環境報告書とサイトレポート掲載�

④滋賀、東京、福岡、京都　他出展�

⑤教員および企業向け研修の実施�

⑥オムロンデーでの社会貢献活動（全サイト）、森林ボランティア（京都事業所）�

環境教育�

�

●教育プログラム運用開始� ●教育プログラムの実施　100％� ①新入社員向け環境教育実施�

②全社向け内部監査員教育実施�

①新入社員向け環境教育実施�

②京都・東京・熊本地区　計3回実施�

テーマ� 2003年度目標� 2005年度目標� 2001年度目標� 2001年度実績� 評価�掲載ページ�
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■ グリーンオムロン21の目指す姿�

■ 環境行動計画と2001年度実績�

社会の発展�
持続可能な循環型社会への貢献�

企業価値の長期的最大化�

目
標
と
実
績�

目
標
と
実
績�

エコマインド�

エコマネジメント�

エコ�
　マネジメント�

エコ�
プロダクツ�

エコ�
コミュニケーション�

エコ�
ロジスティクス�

エコプロダクツ�

エコファクトリー/�
ラボラトリー/�
オフィス�エコ�

ファクトリー/�
ラボラトリー/�
オフィス�

エコロジスティクス�

エコ�
コミュニケーション�

環境意識高揚・教育�

企業経営への�
環境の組み込み�

�

環境配慮型商品・�
環境貢献商品の創出�

環境調和型工場・�
研究所・オフィス�

環境配慮型物流�

情報開示・地域貢献・�
パートナーシップ�

評価　○：目標達成　△：目標を一部未達成�



製　品� 技　術�

製品�
アセスメント�

リサイクル� 購入・調達�

○○病院� B
A
N
K

○○銀行�

○○駅�

改札装置� 券売機�

駅の改札で…�

信号機�

交通システムで…�

交通管制システム�

電源装置�
イメージスキャナ�

会社のオフィスで…�

パワーリレー�

プログラマブルコントローラ�

光電センサ�

レベル制御装置�

カウンタ�

あらゆる産業設備や�
工場の生産ラインで…�

ネブライザ�

病院や医療機関で…�

組織酸素モニター�

血圧計�

体温計�

低周波治療器�

3
6
.8

家庭生活の中で…�

POSシステム�

ショップやストアで…�

CD／ATM

銀行で…�

生　産�

物　流�

販売・使用�

製品アセスメント�
製品の設計段階で、�
環境影響を評価します�

�

リサイクル�
ATMなどのリサイクルに�
取り組んでいます�

�

グリーン購入・調達�
環境に優しい材料の購入を�

進めています�

�

物流　物流の効率化、包装容器の�
　改善を図っています�

�

販売・使用�
エコプロダクツの販売・�
使用促進に努めています�

�

生産�
省エネルギー、省資源、�

廃棄物や化学物質の排出削減に�
努めています�

�

Eco-Products

Environmental Performance

エ コ プ ロ ダ ク ツ �

87

オムロンの商品と社会との関わり�

環境パフォーマンス�

環境負荷低減のために、エコ商品の開発や省エネルギー、�

廃棄物の削減など、さまざまな取り組みを行っています。�

ここでは、2001年度の実績と進捗状況を、製品のライフサイクルに沿ってまとめました。�

エコマネジメント�
環境保全推進体制を構築して環境会計、�

環境教育など企業経営に環境を組み込んで�

環境経営を進めています�

こんな所にオムロンの商品が使われています�

　エコプロダクツの考え方�
地球温暖化やエネルギー資源の枯渇など、工業社会

がもたらした環境問題は今や危機的な状況になってい

ます。これらを解決するためには、社会の構造を見直し、

循環型の持続可能な社会への変革が不可欠です。�

そのためにオムロンが果たすことのできる大きな役割

の一つは、製品を通して社会全体の環境負荷を低減す

ることです。環境負荷の少ないエコプロダクツへのニー

ズが高まっているのもこうした背景からです。�

�
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製品アセスメント�

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�製　品�

製　品�

本　体�

包　装�

生　産�

情報開示�

・　省 資 源 ・�

・減容化・・軽量化�
・部品点数削減�
・再生材利用�
・再生消耗品利用�
・アップグレード�

・有害物質・部品等・�・　省エネルギー　・� ・再資源化 ・�

・減容化�
・軽量化�
・発泡材削減�

・廃棄物削減�
・無洗浄化�
・金型再利用�
・設備再利用�

・生産時の省エネルギー�

・製品使用時の保全性�
・廃棄方法�
・ニッカド電池回収�

・材料名リスト�
・解体方法�

・使い方�

・使用時（待機時）�
の省電力�

・有害物質不使用�
・電池使用時の保全性�

・有害物質不使用�

・有害物質不使用�

・再資源化容易材利用�

・再資源化容易材利用�
・材料名表示�
・材料の統合�
・解体容易性�
・破砕容易性�

　ＬＣＡ（Life Cycle Assessment）とは �
ＬＣＡは、製品にかかわる資源の採取から製造・流通・使用・廃棄に至るすべ

ての段階を通じて、投入した資源と排出された物の量を計量し、環境影響を定

量的、客観的に評価する手法です。�

製品のどの段階で環境負荷が大きいのかを把握することができ、的を絞った

改善策を講じることによって、より効率的な負荷削減が可能となります。�

　 製品アセスメント�
製品アセスメントは、企画・設計段階で、製品が環境

に与える影響を評価することです。 �

これからのモノ作りは、「設計・生産・使用・廃棄」といっ

た順工程の生産システムから、「回収・分解・選別・再利

用・生産」といった逆工程も重視した循環の製品サイク

ルを前提としたシステム（インバース・マニファクチャリング）

へと変化していきます。これに対応するため、オムロンで

は既存の開発システムとリンクさせて、省エネルギー、�

有害物質を使用しない、リサイクル性の高い製品の創

出に向けた製品アセスメントを進めています。�

すべての開発商品について、下図のように①省資

源②省エネルギー③再資源化 ④有害物質・部品の

4つの項目でそれぞれ環境影響を評価し、負荷の少な

い製品の開発に役立てています。�

　 LCA（ライフサイクルアセスメント）�
オムロンでは2000年度にLCAを導入し、ツール・専門

家育成などの条件を整備し、試行しました。2001年度

は主力7商品でLCAを実施しました。�

　ソリッドステートタイマ�
　「形Ｈ3ＣＲ－Ａ8」のＬＣＡ評価�
ソリッドステートタイマ「形Ｈ3ＣＲ－Ａ8」について、地球温暖

化に与える影響（ＣＯ2排出量）をライフサイクル別に見ると、商

品使用段階での影響が最も大きく、約90％を占めていること

がわかりました。これは、この製品が生産ラインで使用されるも

のであり、使用期間が長期にわたることを想定しているためです。

したがって、環境負荷低減のためには、消費電力の少ない商

品設計（省エネ設計）に注力することが重要であるといえます。�

また、構成部品別の分析ではケース成形材の影響度が大きく、

33％となりました。そのため、製品の小型化を図り成形材の使

用量を削減すること（省資源設計）によって環境負荷を効率

的に低減できることがわかりました。�

ライフサイクル別CO2排出割合�
原材料採掘1%

原材料製造2%
部品製造3.5%
製品組立2.5%
流通0.5%

廃棄0.5%

使用90%

グリーン調達�

　優先的に資材を購入する仕入先様の認定基準�

１． ＩＳＯ14001を認証取得していること。または、ＩＳＯ14001を認証取得推進中で

　 審査機関、審査予定年月が1年以内に確定していること�

2． 地方自治体等が独自に推進する「環境管理認証制度（例：KES※ステップ2）」

　を認証取得していること。または、審査予定年月が1年以内に確定していること�

3． 上記のいずれにも該当しない場合は「グリーン調達基準書」による認定基準 

　を満足すること�

※KESとは、京都・環境マネジメントシステム・スタンダード�

環境方針の制定�

自社の環境保全に関連する法律・条例の管理�

環境保全に関する目的・目標の設定�

環境目的・目標を達成するための手段等の明記�

経営者を中心とした環境保全に関する組織の整備�
環境管理責任者の選任�

全従業員に必要な教育訓練の実施�

外部に対して自社の環境保全活動の公開�

大気汚染防止法遵守のための排出物質の管理・評価�

水質汚濁防止法（または下水道法）遵守のための�
排出物質の管理・評価�

騒音・振動に関する管理・評価�

二酸化炭素排出量（エネルギー消費量）の管理、削減活動�

廃棄物量の管理、削減活動�

化学物質の使用量（または購入量）の管理�

資源の削減活動�

環境に配慮した製品を作るための事前評価�
（製品アセスメント）の実施�

物流の環境負荷低減活動�

事故および緊急時対応の整備�

環境方針 

法遵守�

目的・目標 

実行計画 

体制・責任�

�

教育・訓練�

情報公開 

管理・活動�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
緊急対応�

�

�

オムロングリーン調達評価項目�
　 生産資材のグリーン調達�
環境に配慮した製品をお客様へ提供するために、環

境への影響が少ない部品や材料を調達しなければなり

ません。そのためには、自社で行う環境保全活動だけで

なく、資材や組立て仕入先様のご協力が不可欠です。

オムロンでは、1999年に「グリーン調達ガイドライン」を制

定しました。さらに、2001年度は、購入総金額の95％以上、

約540社の主要仕入先様に仕入先様の環境保全活動

を評価する項目と認定の基準を定めた「グリーン調達基

準書」を配付し、予備評価を実施しました。�

2002年度は正式な評価を行い、2003年4月より従来

のＱ（品質）Ｃ（価格）Ｄ（納期）の指標に加え、環境保

全活動に積極的に取り組んでいることを評価・認定した

仕入先様から優先的に資材を購入する予定です。�

　 間接材のグリーン購入�
製品を構成する部品・材料などのグリーン調達ととも

に、事務用品、パソコン、コピー用紙などの間接材につい

てもグリーン購入を推進しています。�

2001年7月より、事務系オフィスと研究所の10サイトを

対象にグリーン購入率の集計を開始しました。2001年

度末のグリーン購入率は、金額ベースで74％前後の実

績でした。�

さらに、グリーン購入の推進と購入コストの削減をねら

いに、間接材購買マネジメントシステム「SLIM」（Strategic 

Linkage for Intelligent procurement Management）

を2002年4月にスタートしました。このシステムを利用して

グリーン購入率を把握することができます。2002年6月ま

でにオムロンおよびおもなグループ会社に「SLIM」を導

入し、集中購買によるコスト削減とグリーン購入の一層

の促進を図ります。�

仕入先様の環境マネジメントシステム構築状況�

ISO14001�
認証済み�

ISO14001�
認証取得予定�

KESステップ2�
認証取得予定�

オムロングリーン�
調達基準達成�

オムロングリーン�
調達基準未達成�

仕入先様�
543社�

209

74

115

139

6

製品アセスメント�

購入・調達�
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技術開発�

　 技術開発における考え方�
オムロンでは、すべての環境負荷削減のために「４Ｒ

＝ＲＥＪＥＣＴ、ＲＥＤＵＣＥ、ＲＥＵＳＥ、ＲＥＣＹＣＬＥ」を�

キーワードにした技術開発に力を注いでいます。�

具体的には、①発ガン性、慢性毒性、国際条約上の

規制物質、健康に悪影響を及ぼす物質などの不使用

（ＲＥＪＥＣＴ）、②商品の省資源化、省エネ化、長寿命

化設計、部品の統一化・共通化による環境負荷の低

減（ＲＥＤＵＣＥ）、③回収した商品からの部品などの再

利用評価技術、分離・分解しやすい構造設計などによ

る商品・部品・梱包材としての再利用（ＲＥＵＳＥ）、④再

利用・再資源化しやすい材料の採用、マテリアルリサイ

クルなどによる原材料としての再利用（ＲＥＣＹＣＬＥ）の

４つの方針を掲げました。�

こうした方針のもとに技術開発に取り組み、社会全体

の環境負荷低減に貢献したいと考えています。�

高輝度ＬＥＤの開発�
省電力で明るさを2倍に高めるＤＲ（Double Reflection）－ＬＥＤ�

オムロンはＬＥＤ（発光ダイオード）に反射ミラーを組み

込んで明るさを2倍にする「ＤＲ－ＬＥＤ」技術を開発しま

した。これは、パッケージと空気の境界面で発生する全

反射光を内部のミラーで再度反射させて外部に取り出

すオムロン独自の光学系技術を応用したもので、従来の

ＬＥＤでは利用できなかった光までも最大限に活用します。�

そして、スタンレー電気（株）様と共同で世界最高レベ

ルの明るさの高輝度ＬＥＤを商品化しました。オムロンの

技術に加え、スタンレー電気（株）様が保有する放熱技術・

生産技術を応用したものです。�

今後、車載ランプ用光源、道路標示板用光源などさま

ざまな用途が考えられますが、今回はまず信号灯用に

採用されます。信号灯が電球式からＬＥＤ式になることで、

消費電力を約10分の1に減少させることができます。また、

ＤＲ－ＬＥＤの採用によりさらに光利用効率が高められ、

同じ光度を得るために必要なＬＥＤの個数が減少する

ので、消費電力や資源使用のさらなる低減につながり、

環境問題に大きく貢献します。　�

　 技術開発の商品事例�
　 デジタルチケットシステム�

オムロンの「携帯端末を利用したデジタルチケットシス

テム」が、2000年度の情報処理振興事業協会（ＩＰＡ）

の先端的情報化推進基盤事業に採択され、実用化に

向けたシステム開発に着手しました。�

デジタルチケットシステムは、従来、磁気券などが使わ

れていた、鉄道、航空などの交通機関やコンサート・イベ

ントチケット・予約券などをデジタル化し、携帯端末（携帯

電話、ＰＤＡ）に格納して利用するものです。これにより、

利用者は携帯端末を利用して、いつでもどこでもチケット

の予約・購入・精算ができます。また、携帯端末そのもの

がチケット機能を持つようになるため、駅の自動改札など

も携帯端末をかざすだけで通過できるようになります。�

このシステムは、鉄道旅客システムのほか、各種チケッ

ト、会員制サービスの会員証、簡易決済サービスなど広

範な応用が可能であり、実用化されると鉄道チケットを

はじめとするペーパーチケットの取り扱いを減らすことが

でき、省資源に大きく貢献すると考えられます。�

�

法規制／健康への影響物質の不使用�

環境負荷の低減�

発ガン性、慢性毒性、国際条約上の規制物質、�
健康に悪影響を及ぼす物質などの不使用�

�

商品、部品、梱包材としての再利用�

原材料としての再利用�

4
R

REJECT
使わず�

商品の省資源化、省エネ化、長寿命化設計、�
部品の統一化・共通化など�

回収した商品からの部品等の再利用評価技術、�
分離・分解しやすい構造設計など�

再利用・再資源化しやすい材料の採用、�
マテリアルリサイクルなど�

携帯端末で�
いつでもどこでも�
チケットの予約・�
購入・精算�

鉄道チケットなど�
ペーパーチケットの削減�

携帯端末で�
自動改札通過�

REDUCE
少なく�
�

REUSE
もう一度�
�

�

RECYCLE
他の用途で�

�

　鉛フリーはんだへの取り組み�
接合はんだや端子めっきに含まれる鉛は、使用後適切に処理

せずに廃棄すれば、酸性雨によって溶け出し、地下水汚染を起

こすことがあります。そのため、ヨーロッパでは鉛の使用禁止に関

する規制が制定されつつあります。�

オムロンでは、1999年11月に全社的な専門部会を発足させ、製

品に多く使用しているはんだやめっきに含まれる鉛の削減に取り

組んでいます。�

2001年度は、鉛フリーはんだ、めっきの工法技術・量産技術の

確立、信頼性評価の標準化、および生産体制の整備を図ってき

ました。�

この結果、2001年度に鉛フリーはんだ・めっき技術評価を完了

した商品数は42になりました。�

今後は、はんだ付け工程時の作業効率、めっき液の安定性管

理、基板に実装する電子部品の鉛フリー化、耐熱性アップなどの

課題を検討していきます。�

爆弾型LED

光利用効率�
2倍以上�

DRーLED

［従来］�

レンズ光学系�

Double Reflection 光学系�

　鉛フリー化技術対応�
1． 鉛フリーはんだ�

信頼性、量産性の観点からSn-Ag-Cu系、Sn-Cu系、またはそ

れらに微量元素を添加した鉛フリーはんだ材料を選定しました

。また低耐熱部品対応や既存設備活用のため、低温鉛フリーは

んだの技術開発を検討しています。�

2． 工法技術�

鉛フリーはんだの溶融温度が、従来の共晶はんだより約30度

上昇しますので、リフロー、フロー工程では温度バラツキの少ない

装置を導入し、また手はんだでは、特殊なはんだごてを導入し、装

置の工程管理基準、作業標準の整備を図りました。�

3． 鉛フリーめっき�

リレー、スイッチ、コネクタの端子めっきにははんだ濡れ性、対ウィ

スカ性、長期接続信頼性、耐熱性などの観点からSn-Cu、Pure 

Sn、Sn リフローめっき材料候補の中から商品の機能・性能に合

わせためっきを選定しました。�

しかし、めっきは同じ組成でも、めっき液(薬品)・めっき条件によっ

ては十分な性能が得られないことがあり、安定した生産のために

は条件設定の整備が重

要であり、商品によって

は鉛フリーめっきの実

用化にはもう少し時間

が必要です。�

シール形極小形基本スイッチ�
形D2HW

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�

抵抗溶接による
接続はんだ付けを
廃止して鉛フリー
を実現�

プログラマブルコントローラC200HE-CPU11�
実装に鉛フリーはんだを使用�

技術�
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エコプロダクツ�

サーフェス・マウントリレー形Ｇ６Ｊは超小形2極スリムリレーで、

ＡＤＳＬ、伝送機器、計測機器、モデムなどＩＴ・通信機器などに

使われます。従来品（形Ｇ６Ｓ）と比べ実装面積を約2分の1以下

（幅4.8ｍｍ×長さ10.3ｍｍ×高さ9ｍｍ）とし、世界最小実装

面積※を実現しています。また、シグナルリレーとして業界で

初めて鉛フリーを実現したほか、一巻線ラッチング形では定格

消費電力約100ｍＷの低消費電力を実現しています。�

※世界最小実装面積（2001年5月当社調べ） �
　プリント基板用端子の形G6J-2P、形G6JU-2Pおよびサーフェス・マウ
　ント用ショート端子の形G6J-2FS、形G6JU-2FSの実装面積が2極
　（2C）通信用メカニカルリレーとして世界最小。 �

サーフェス・マウントリレー「形Ｇ6Ｊ」�

労働災害防止を目的に、工場内の生産ラインや産業用機械

の危険エリアへの人体侵入検知をするのがセーフティセンサで

す。このうちセーフティライトカーテンは投光器、受光器内に複数

の光電センサを連続して並べ、光のカーテンのような構成をした

センサで、人体の指や手、腕の検知用として使用します。�

人体によって投光器からの光線が遮られると、安全回路の

制御出力をオフにし、工作機械などを緊急停止させて作業者

の安全を確保します。形Ｆ３ＳＮは最高水準の安全設計（自己

診断機能、フェールセーフ設計、第三者認証機関の認定など）

で機械災害の未然防止に活躍しています。�

2001年度のグッドデザイン賞を受賞しました。�

セーフティライトカーテン「形Ｆ3ＳＮ」�

デジタルパネルメータは、生産現場の生産機械／設備、監視

設備、検査ラインにおける表示器、計測判別器、警報器など幅

広い用途に対応するインタフェ－ス機器です。�

形Ｋ３ＭＡは、LEDの個数を減らし、コストと消費電力を抑え

つつ高い視認性を実現しています。�

奥行き寸法は80mmの短胴化を実現し、盤内省スペース化

に貢献し、パネル取り付けレイアウトの自由度を大幅に向上させ

ました。また、フロントキーによるプログラマブル操作でスケーリン

グ設定※が簡単で､設定工数削減にも貢献しています。�

※入力信号に対応して任意の表示値に換算して表示させるための設
　定操作�
�

デジタルパネルメータ「形Ｋ3ＭＡ」�

産業用機器 

製品体積を55％削減�

アルミ使用量を40％削減�

使用時の消費電力を57％削減�

　 エコ商品認定基準�
オムロンでは1998年に、ＩＳＯ14021に準拠した「エコ

商品認定制度」を定めました。この制度を見直し、以下

のように改訂しました。�

■2001年度までのエコ商品�
　　以下の基準で７２商品をエコ商品として認定しました。�

�・消費電力を従来商品より30％以上改善したもの�

�・資源使用量を従来商品より30％以上削減したもの�

�・環境貢献を直接の目的とするもの�

■2002年度からのエコ商品�
　製品の企画・開発・設計段階で、製品のライフサイクルの各段階

　　における環境影響を可能な限り低減した商品です。�

■2002年度からのエコラベル認定商品�
�・エコ商品のうち、下表の認定基準を達成した商品です。従来の

　　エコラベル認定基準にリサイクル、リユース、環境汚染物質の不
　　使用を新たに追加しました。�

�・従来のエコ商品は、エコラベル認定商品に相当します。�

　 エコ商品による省エネ・省資源の効果推定�
1998年から2000年の3年間では、エコ商品のご使用

により3,330万kwh（平均家庭の約9000軒分の電気使

用量）を削減したことになります。また、原料となる金属

材料を約230トン、樹脂材料を約180トン削減し、省資源

に貢献したことになります。�

■エコラベル認定基準の目安�

●オムロンのエコラベル�

●エコ商品とエコラベル認定商品の関係�
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従来品�
314.93mm2

形F3SN-A�
189.32mm2

エコラベルのタイプには日本のエコマー

クやドイツのブルーエンジェルなど第三者

機関が定めた基準に対して適合認定

した［タイプ　型］、自社で定めた独自基

準による自己宣言マークの［タイプ 　型］、

環境性能をデータシートなどで表示し

た［タイプ　型］があります。オムロンのエコ

商品認定制度は［タイプ 型］に準拠してい

ることになります。�

■エコ商品による電気使用量と樹脂材料・金属材料の�
　削減量（1998～2000年度）�

1600�

1200�
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0�
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0
1998 1999 2000

（万kWh）� （t）�

省資源貢献量（金属削減量）　　省資源貢献量（樹脂削減量）　　 省エネ貢献量（年間削減電力量）�

平均家庭（4人家族）の�
年間消費電力量=3720kWh�
(関西電力様による調査）�15
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135

580

1,250
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1

61
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省エネルギー�

・1998年～2000年の3年間で平均家庭�

　での電気使用量約9000軒分の削減に相当�

・CO2換算では約3300ton-C

エコ商品とエコラベル認定商品との関係�

エコ商品�
�

消費電力比＝（従来商品消費電力－新商品消費電力）／�
 従来商品消費電力�
�
材料使用比＝（従来商品材料使用量－新商品材料使用量）／�
 従来商品材料使用量�
�

エコラベル�
認定商品�
�

使用時または�
待機時の消費電力�

リサイクル�

当社従来商品比30％以上改善�

業界トップレベルのリサイクル率を�
実現した商品�

環境汚染物質の�
不使用�

6

5 環境貢献を直接の目的とする商品（たとえば、ソーラーインバータ）であって、その環境貢献度合いを定量的かつ明確に示しうるもの�

リユース�

3

4

環境要素� 基準の目安� 算出方法�

当社従来商品比30％以上削減したもので、�
かつお客様にもそれによるメリットが生じるもの�
�

主要材料の�
使用量削減�

2

業界トップレベルのリユース率を�
実現した商品�
�

リサイクル率＝再生プラスチックを10％以上含むプラス�
 チックの質量／全プラスチックの質量�
�
リユース率＝回収製品から再使用する部品の質量�
 （プラスチック、金属含む）／製品の質量�
�

業界トップレベルの時期に不使用を達成した商品�
�

1

エコラベル認定基準�
�

エコ商品認定基準�
■体積比較�

形G6S 形G6J
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（mm3）�
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■主材料比較�

断面図�

従来品� 形F3SN
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■消費電力比較�

形K3NX 形K3MA

9.00�
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製品�



ネブライザ「形ＮＥ－Ｕ22」�

ソーラーパワー・コンディショナー「形ＫＰ40Ｆ」�

自動券売機Ｖ7「形3Ｓ2ＶＴ」�

健康機器 

産業用機器 

公共用機器 

電池1本あたりの使用時間を�
2倍に拡大�

93％の電力変換効率�

待機時の消費電力�
を30％削減�

世界最小�
・�
最軽量�
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エコプロダクツ�

ローレルバンクマシン（株）�
営業企画統括部�
商品企画部部長�
藤井 清 様�

ローレルバンクマシン（株）�
営業企画統括部�
営業企画部 営業支援課課長�
松村 寛 様�

オムロン（株）�
インダストリアルオートメーションビジネスカンパニー�
営業統轄事業部�
マーケティング部�
産機ＰＭＭ�
中村　香保 

パルス出力型の電力量センサは、生産事業所でのインバータ、分散

型発電機などの大きな省エネ機器と共存して、各設備、機械単位での

エネルギーを測ることができます。変化を常時観測することで、きめ細

かで継続的な省エネルギーが可能となりました。�

自動車設備ラインでは、形KM20で機械ごとの消費電力を測り同時

に生産高を管理することで、常時『エネルギー消費原単位管理』を行っ

ていただいています。�

また、小型で取り付けが簡単なので、既存の設備に形ＫＭ20を取り

付けて稼働率と比較することで、「省エネルギーの意識付け」を含め

た効果が上がっています。�

例えば、電子部品の生産工場で『省

エネグランプリ』を小集団活動で展開し、

原単位での効率を、「部分的に50％」

改善できたという例もあります。�

このほか、事務所設備での照明、空

調のフロアごとの管理などにも活用い

ただいています。�

オムロン（株）�
ヘルスケアビジネスカンパニー�
医用機器営業部部長�
中沢 文夫�

ネブライザ（吸入器）はおもに喘息の治療、慢性呼吸器疾患、外科手

術後の上下気道感染予防などに使用される機器です。オムロンでは病

院用から家庭用まで幅広い商品を開発しておりますが、2002年1月に画

期的な新製品形ＮＥ－Ｕ22を開発しました。前モデル（形ＮＥ－Ｕ14）と

比較して省エネ率50％、省資源率50%（体積比）、さらにフロンガスを

使用しないなど環境面でも大きな効果を上げ、お客様からは「小型軽量

のため、持ち運びが大変便利」「音がしないため、子供が不安がらない」

「薬を無駄にしない」などの評価をいただいて

います。今後は、完全に寝ている人でも使用でき

るもの、消毒などのお手入れの簡単化、より低価格

化を目指して改善を進めます。現在、世界のＭＤＩ※

市場の2％程度をネブライザに置き換えている状

態ですが、今後の技術開発やコストダウン努力に

より、市場の拡大とともにより環境に貢献する商品

開発に努めたいと考えています。�
※MDI(Metered Dose Inhaler)定量噴露式吸入器�

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�

ネブライザは、薬液を細かい霧状にして放出し、吸入治療す

るための医療用機器です。喘息や大気汚染による慢性肺疾患

の治療、外科手術後の上下気道感染予防などに使われます。

形NE-U22は、質量97g、外形寸法幅38mm×高さ104mm×奥

行51㎜で世界最小・最軽量を実現しました。当社従来製品の

メッシュ式ネブライザ（形NE－U14）に比べても、質量：3分の2、

体積：2分の1、電池寿命２倍とポケットサイズで携帯性に優れ、

お子様やお年寄りなど力の弱い方でも、大きな負荷がなく使用

できます。さらに、高い噴霧性能を持ちながら、従来の半分（単３

形乾電池２本）の電力で駆動する高効率噴霧を実現しました。�

　 省エネルギー・省資源対応の紙幣入出金機�

　 省エネルギーに貢献する電力量センサ�

　 環境に配慮した吸入器�

当社は各種貨幣処理機、同システムおよび金融オンライン端末機の

開発、製造、販売、保守を行っています。紙幣入出金機は銀行の窓口

業務で紙幣を出し入れする機械です。オムロンから紙幣入出金機を

ＯＥＭ※供給していただき、硬貨入出金機・硬貨選別収納機・小束棒

金払出機などと組み合わせ、テラー※での処理容量の能力アップ、テラ

ー出納システムを構築して銀行窓口業務の効率化に貢献しています。

紙幣入出金機形ＴＴＭ－Ⅳnは大容量（金種カートリッジ×3、金種／運

用カートリッジ×1：各カートリッジ2,000枚、回収カートリッジ×１：500枚）、4

金種（万円・5千円・2千円・千円）還流で窓口業務のさらなる効率化を

実現するとともに、環境面でも省エネルギー（従来に比べ動作時で39%、

待機時で49%削減）、省資源（幅：400mmから340mmへ、重量：

185kgから130kgへ）を図っています。

品質も非常に良く好評です。最近、お

客様からの環境要求（ＣＯ2排出基準、

有害物質への対応など）が厳しく、そ

れに対応していくために開発・営業を

中心として全社プロジェクトを発足させ

取り組んでいます。�
�
�
�
�
※OEM�
（original equipment manufacturing） �
他社メーカーのブランドで販売される製品を
製造すること�
※テラー　銀行の窓口�

環流式紙幣入出金機形TTM-Ⅳn

小型電力量センサ形KM20

ネブライザ形NE-U22

�

製品�

　 エコ商品ご使用者・営業担当の声�
エコ商品をお使いいただいているお客様と、当社の営業担当の声をご紹介します。�

ソーラーパワー・コンディショナーは、太陽電池が発電した直

流電力をご家庭で使用できる交流電力に変換し、電力会社の

電力系統に接続できる装置です。家庭内の消費電力が発電

電力より多いときは電力会社から電力を購入（買電）し、少ない

ときは電力会社へ売る（売電）ことができます。また、停電時には

停電用コンセントから電力を供給することもできますので、非常

用電源として使用できます。形ＫＰ４０Ｆは同種容量で業界トップ

水準の小型化を実現し、日射の少ない日の日の出から日没まで

長時間運転でき、93.5％の電力変換効率で太陽光を無駄な

く活用できます。本製品は電気安全環境研究所の認証品（

認証番号P-0056）です。�
�

自動券売機Ｖ７は開発プロセスの中でユーザビリティテストを

繰り返し行い、健常者だけでなく、高齢者や障害者の操作性に

も配慮し、ユニバーサルデザイン※の採用で、人に優しい操作性

を実現した駅券売機です。すっきりとした外観を基本に各部に

ゆったりとした優しいＲ形状を採用し、混雑した券売機コーナー

での心理的緊張感を和らげるよう考慮しました。従来機（Ｖ６）の

基本レイアウトを踏襲し、大型ＬＣＤの採用で口座ボタンを見や

すくするなどの操作性向上を図りました。�

※1990年ノースカロライナ州立大学ロナルド・メイス氏が提唱した概念で、
　すべての人にとって、できる限り使いやすい製品・建築・環境をデザイ
　ンすること。�

■電池1本あたりの�
使用時間�

形NE-U14 形NE-U22

3�

2�

1�
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■消費電力比較�
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エコファクトリー�

国内生産サイトにおける環境負荷マスバランス�

IN
PUT

OUT
PUT

CO2

NOx

SOx

公共用水域�

下水道�

廃棄物排出量�

電　気� 9,327万kWh

11,747ton-C

28.3t

4.9t

46.2万m3

4,015t

259万m3

2,693 kl

60.3万m3

44.8t

ガ　ス�

燃　料�

水�

化学物質�

　エコファクトリーの考え方�
大量生産・大量消費・大量廃棄社会から循環型社会

へ、環境負荷の低減を考慮した事業活動を目指してい

ます。少ない資源やエネルギーで製品を生産し、排出物

を最小限にすることを心がけています。�

地球環境に有害な気体・液体・固体排出物も極力抑

え、さらに排出されたものを有益なものに変換する活動、

すなわち省エネルギー､省資源、環境に配慮した資材の

調達、廃棄物抑制、再資源化および有害化学物質の削

減・代替化を推進することなど、資材調達から廃棄に至

るすべてのプロセスで環境に配慮していくことを実践し

ています。�

�

　 地球温暖化の考え方�
１９９２年に気候変動枠組み条約が制定され、１９９７年、

京都での「気候変動枠組み条約第３回締約国会議」で、

日本は温室効果ガス（CO2換算）を２００８年から２０１２年

の平均で１９９０年比6％削減するという数値目標が決ま

りました。これを受けてオムロンでも６％削減を目標に、電

気、ガス、石油類の使用量削減に取り組んでいます。�

２００１年度のおもな取り組みは右のとおりです。�

２００２年度は、生産ラインや設備単位の消費電力を測

定し、データを基本とした改善取り組みを計画しています。�

�

�

エコファクトリーの主な取り組み�

省エネルギー�

廃棄物の削減/再資源化推進�

有害化学物質�

大きな環境問題のひとつが地球温暖化です。その要

因は温室効果ガスにあり、その主要なものがＣＯ2です。�

ＣＯ2削減に向けて、今後さらに徹底したエネルギー

使用効率の向上を図り、長期目標の達成に向けて取

り組んでいます。�

廃棄物の排出抑制とともに、ダイオキシン問題にも考慮

し、排出された廃棄物の単純焼却と最終埋立処分の最

小化を全社共通目的として、国内生産サイトにおけるゼロ

エミッションの早期達成に向けて取り組んでいます。�

化学物質の使用による人類・生態系への影響が顕在

化しています。オムロンは管理対象化学物質を法規制に

基づいて禁止・削減・管理の3ランクにわけ、使用量と排

出量の削減を推進することを規定しています。またＰＲＴ

Ｒ法に従って対象化学物質の使用・排出・移動量の集計

と管理を行っています。�
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　ＣＯ2排出量の推移�
オムロンでは、2010年に1995年度比11％削減を目標

として年度ごとにもＣＯ２排出量目標を設定しています。�

2001年度は1995年度比4.3％削減、12,430ton-Cの目

標に対して9.5％削減、11,747ton-Cとなり、目標値を大き

くクリアしました。�

一方CO2生産高原単位では、事業量の減少により昨

年度実績から約１０％悪化しました。事業量が減少して

も消費電力が減少しない固定部分が要因となっています。

今後は、この部分についても一層の改善を進めます。�

�

�

■国内生産サイトのＣＯ2排出量と原単位比率�
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　環境試験室での省エネルギーと作業環境の改善�
草津事業所の環境試験室では、恒温槽からの排熱が室内に

充満するため、従来からエアコンによる冷房を行っていました。従

業員からの環境提案を受け、窓ファンを6台設置したところ、排熱

が室外に放出され、エアコンの使用を削減することができました

。これにより、電力使用量を年間25,600kWh削減しています。�

省エネルギー事例�
　機械室の改善による省エネルギー�
オムロン熊本㈱では、生産設備を稼動するため、2台のコンプレ

ッサーを使用しています。コンプレッサーを設置している機械室

内は、ほぼ密室に近い状態であったため、室内の空気が負圧と

なり、コンプレッサーの吸引と排気のバランスが取れていないこと

がわかりました。そこで、機械室

のドアを密閉式から通気性のよ

いガラリ式に変更し室内の圧

力を一定に保つように改善しま

した。その結果、コンプレッサー

の圧縮効率が向上し、1台のコ

ンプレッサーを停止することが

できました。これにより、年間

198,720kWhの電力使用量削

減が可能となります。� 機械室のドアをガラリ式に変更�

生産� 生産�

■2001年度のおもな取り組み�

・照明器具の高効率化／インバータ化�

・空調冷温水2次ポンプのインバータ制御化�

・クーリングタワーの冷温水循環ポンプのインバータ制御化�

・窓の断熱コーティング�

・空調機の省エネルギータイプへの更新�

・コンプレッサー室/温度試験室の換気�

・エアー漏れ対策�

・電力モニタの設置とデータ分析�
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12890 12798 12706 12614
12522 12430

0
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-19.3

-7.2

12982

12660
12004

11739

12272
13120

11747

（注）1.購入電力のCO2換算係数は、電気事業連合会発表の当該年度の�

　　　　全国平均受電端係数を使用。2001年度実績値は、係数確定後修正の可能性がある。�

　　　2.コージェネレーション運転によるCO2削減評価は、火力電力との比較に基づく。�

　上記以外に、オフィス・研究所関係10サイトの2001年度CO2合計は、2800ton-Cです。�

�

排熱を室外に放出するた

めのファン。室内に充満し

た排熱を、強制的に室外

へ放出する窓ファンを6

台設置し、エアコンを利用

せず電力使用量を削減�
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廃棄物削減� 事例紹介�
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　ISO14001更新審査�
ISO14001の認証取得から3年が経過し、2002年1月に

更新審査を受けました。当初より「全員参加」を基本に、3

つのカンパニーなどが協力して省エネルギーや廃棄物の

削減などの共通テーマに取り組んできましたが、1999年

からは、各業務に密着した独自のテーマを部門ごとに設

定して、さらなる環境負荷低減に努めています。現在、エ

コ商品の開発、製品アセスメントの推進、リサイクルの拡大

など69の独自テーマを定め、全部門で環境に配慮した活動

を行っています。�

　地域への配慮�
油や化学物質を用いる生産部門では、各部門に漏洩

対策用キットを設置し、万が一油漏れが起きた場合でも、

被害を最小限に食い止めるようにしています。年に一度

は従業員の訓練を行い、使用方法を確認しています。また、

工場からの雨水排水路には、油止めの水門を設置し、万

一、水路に油が流れても、工場外に出ないようなしくみを

設けているほか、ガス発電機に給油する時に油がこぼれ

ても、それが拡散しないように給油口の周囲に油もれピット

（溝）を掘るなど、リスク管理を徹底しています。�

大気に関しては、2000年に制定された「滋賀県大気環

境への負荷の低減に関する条例」に対応し、今後の中

長期計画を設定して県に提出しました。�

そのほか、使用済みATMのリサイクル（p.23）や、生ご

み処理機を用いた残飯の処理なども行っています。事業

所内の活動は年4回程度発行するエコNewsで紹介し、

従業員の環境意識の向上を図っています。事業所の環

境取り組みは、優れたシステムだけで成功するものではあ

りません。今後も一人ひとりの意識を高め、事業所が一体

となって環境負荷の低減を推進していきます。�

　コージェネレーションの導入�
省エネルギーを推進するため、1997年よりコージェネ

レーションを導入しました。ガス発電による廃熱を利用して

工場内の冷暖房を行っています。2001年度は、ESCO診

断を受けて機器の更新とも合わせて5,600台の蛍光灯の

インバータ化と冷温水2次ポンプのインバータ制御化を実

施しました。その結果、電力使用量を約6％削減すること

に成功しました。�

　再資源化率が99％に�
廃棄物の処理も草津事業所内の大きなテーマです。

廃棄物の削減を図るとともに、再資源化にも努めています。

2000年度は廃棄物の排出量が1,535トンでしたが、2001

年度は995トンとなり、大幅に低減することができました。ま

た、古紙や廃プラスチックの分別徹底により、再資源化率

が1998年の60％から2001年には99％へと向上しており、

再資源化100％まであと一歩となりました。�

草津事業所�

自動改札機の生産ライン� エネルギーセンターでの管理�
事業所内でガス発電を行っている�

宇治の茶畑�

リペレット化技術の開発担当者�

熊本研究所（ＥＧ）材料開発部�

第2材料開発グループ�

弘瀬　里絵�

草津事業所�
環境活動推進担当�
平内正夫�

国内生産サイト別活動状況はWeb上でご紹介しています。�
URL http  //www.omron.co.jp/kankyo/
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■二酸化炭素排出量の推移�

■廃棄物排出量の推移�

　 草津事業所�

草津事業所は、従業員約1,500名を擁する国内

最大の事業所です。美しい琵琶湖を背景に、ATM

や自動改札機などの金融/駅務/交通システム機器

から、リレーなどの制御機器まで、多種多様な製品

の開発と生産を行っています。�

他県に比べ厳しい環境基準を持つ滋賀県内に

位置し、住宅地とも隣接していることから、環境負荷

削減と安全性の向上には特に力を入れて取り組ん

でいます。�

生産ラインの�
設備廃棄のため280トン増加�

環
境
パ
フ
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ー
マ
ン
ス�

環
境
パ
フ
ォ
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　 廃棄物の減量化活動�
廃棄物は汚染の源泉、汚染の源泉は浪費、浪費は

損失とのスタンスに立ち、廃棄物の減量化に向け、リユ

ースの推進、インラインリサイクル化、生産性・歩留まりの

向上、共通/共用化を事業活動の各方面で取り組んで

います。�

�

　 廃棄物と再資源化の推移�
�２００１年度は再資源化率８７.５％、最終処分率９.５

％を目標にゼロエミッション活動に取り組んだ結果、再資

源化率９２.0％、最終処分率４.９％となり、�２００５年度目

標もクリアすることができました。�

また、オムロン飯田（株）が三島事業所に次いで２サイト

目のゼロエミッションを達成しました。２００２年度末までに

国内生産９サイトがゼロエミッションを達成する見込みです。�

今後はグループ全体でのゼロエミッション達成目標年

度を当初の２０１０年度から２００５年度に前倒し、早期達

成に向け取り組みます。�

　ゼロエミッションの推進�
原材料・設計・生産工程の各段階で発生する排出物

（廃棄物）を、再利用ができる形で排出する工夫やリサ

イクルの推進により、単純焼却や埋立処分することなく、

１００％再資源化・再利用化することを目指して工場・事

業場単位で取り組んでいます。�

■国内生産サイト廃棄物の推移�
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上記以外に、オフィス・研究所10サイトの2001年度廃棄物量合計は、352トンでした。�

　プラスチック成形材料のリサイクル　�
「リペレット化技術」の確立�

エレクトロニクスコンポーネンツビジネスカンパニーには、リレー、

スイッチ、コネクタなど多種多様の電子部品があります。これらの

部品を成形する際、例えばプラモデルのように必要なパーツと一

緒に枝状のプラスチック（ランナー）が大量に出てきます。これま

ではこのランナーを粉砕して新しい材料に混ぜてリサイクルを実

施してきましたが、特に小型の部品の場合は成形が安定しない

という問題があり、ほとんどは廃棄物として処理していました。�

そこで廃プラスチックを再度粒状に加工し、新しい材料に混ぜ

てリサイクルする「リペレット化技術」を確立しました。この方法で

は通常より多く熱を受けるため品質が低下する問題がありました

が、リペレット装置の改良や条件の最適化により新しい材料と同

等の品質を実現しました。�

現在、オムロン熊本（株）で最も高価で耐熱性に優れたプラス

チックのリペレット化を実施しています。年間約20トン排出してい

た廃プラスチックを0トンに削減することに成功しました。�

今後この技術を他のプラスチックへ展開し、廃プラスチックの

100％リサイクル達成を目指します。�

ゼロエミトピックス�
　京都事業所の生ごみ堆肥化�
京都事業所の食堂は、１日約600人の食事を提供しています。

食材は、給食業務会社のオムロンデリカクリエイツ（株）で調理さ

れ、搬送された料理を京都事業所の厨房で加熱・加工して配膳

されます。材料の形での生ごみは発生しませんが、残飯等食品

残渣が１日平均50kg排出されます。京都事業所では、生ごみ処

理機を導入し、生ゴミをバイオの力で有機肥料にコンポスト化して

います。コンポスト化した生ごみは、茶園で有機堆肥として利用さ

れ、良質なお茶が栽培されます。こ

れを京都事業所内で愛飲すること

により資源を循環しています。�

生産�
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有害化学物質� 環境リスクマネジメント�

Environmental Performance

　 環境リスク管理�
オムロンでは、化学物質などの流出による水質汚濁な

ど環境汚染事故を未然に防止するため、法を遵守する

とともに、より厳しい自主管理基準を設けて運用管理し

ています。2001年度の法規制違反はありません。�

また、事故を想定した緊急事態の手順を作成し、関

連業務に携わる従業員へ教育訓練を実施して周知徹

底を図り、環境リスク削減に努めています。�

　 土壌・地下水の保全�
オムロンの旧四条工場跡地および関連会社のオムロ

ン山陽（株）では、環境基準値を超える揮発性有機塩素

系化合物の汚染物質が検出され、2000年12月に行政・

地域へ報告するとともに環境省の指針に基づいて浄化

に取り組んでいます。�

具体的な浄化方法は、汚染水を汲み上げ活性炭処

理を行う地下水揚水法、土に付着した汚染物質を真空

吸着する高真空抽出法を併用して、汚染物質を着実に

回収しています。�

また浄化を加速するため、先進技術のパイロット試験

を行っています。これからも汚染の浄化・修復に向けて

着実に取り組んでいきます。�

　ＰＲＴＲ管理�
2001年4月に施行されたPRTR法に基づき、第一種

指定化学物質354物質を対象に、1サイトでの取扱量が

年間0.1トン以上の物質について、排出量・移動量を把

握しました。その結果、オムロングループ全体では7物質

（群）を使用し、排出量・移動量の集計結果は下表のと

おりです。PRTR法の報告要件として、サイトにおける年

間使用量が5トン以上の物質はありませんでした。今後

も社内の管理体制としくみの整備を進め、化学物質使

用量の削減に努めていきます。�

環 境 パ フ ォ ー マ ン ス �

■ 規制物質の特定�

定義�区分� 対応�

オムロンでは物質の使用について次のように定めています。�

使用禁止物質 �
（A物質）�

�

代替促進物質 �
（B物質）�

�
�

自主管理物質 �
（C物質）�

国内外の法規制などで使用が
禁止されている119物質群�

使用禁止物質の使用はすべて
禁止する�

現在、使用しているが国内外の
法規制などで遅くとも5年以内
に使用が禁止されると思われ
る5物質群�

法規制が施行されるまでは使
用可能であるが、それまでに
代替化を検討しておくこと�

国内外の法規制などで使用は
禁止されていないが、環境へ
の影響が確実視されている
123物質群�

技術的、経済的に可能な範囲
で自主的に優先順位を決めて、
削減に努めること、または代
替化に努めること�

環 境 パ フ ォ ー マ ン ス �

＜単位：t＞�
ＰＲＴＲ
(Pollutant Release and Transfer Register)

「環境汚染物質排出・移動登録」の略称で

あり、環境汚染のおそれのある化学物質がど

のような発生源からどの程度環境中に排出さ

れているか、また、廃棄物になっているのか、

というデータをまとめたもの。�

化学物質名� 取扱量� 排出量� 移動量� 消費量�除去処理量�リサイクル量�

アンチモンおよびその化合物※�

ビスフェノールA型エポキシ樹脂（液状）�

キシレン�

トルエン�

鉛およびその化合物※�

ニッケル�

ふっ化水素およびその水溶性塩※�

　　　　　　総　計�

1.36�

8.25�

1.19�

2.60�

28.39�

0.10�

2.83�

44.72

0.00�

0.00�

0.05�

1.63�

0.02�

0.00�

0.13�

1.83

0.01�

0.50�

0.00�

0.13�

0.06�

0.00�

0.34�

1.04

1.30�

7.75�

0.00�

0.82�

17.06�

0.00�

0.00�

26.93

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

0.05�

0.00�

1.14�

0.02�

11.25�

0.10�

2.36�

14.92

※化合物は金属換算して算出�

　ＰＣＢ保管状況�
「ポリ塩化ビフェニ－ル廃棄物の適正処置に関する特別措

置法（ＰＣＢ廃棄物特別措置法）」が2001年7月に施行され、

ＰＣＢ廃棄物の保管・処分状況について、都道府県知事への

届出が義務付けられました。�

オムロンでは、厳重な漏出防止対策のもとに使用済みのＰＣ

Ｂ、使用電子機器（トランス、コンデンサ、安定器等）を保管管

理し法律に基づき該当サイトから保管状況の届出を行ってい

ます。今後処理技術や処分方法が確立次第、具体的な処分

について検討していきます。�

外部へつながる水路に水門を設
置し、万一事故が発生しても、有
害物質が流出しないように厳重
に管理�

井戸ポンプ�

ブロワ�

オフガス�

処理水�

ガスの流れ�

活性炭タンク�
段塔式揮散処理装置でガス
化した有機塩素化合物を活性
炭で吸着処理をした後、きれい
になったガスを大気中に放出�

有機溶剤などの化学物質は鍵の
ついた保管庫に入れ、転倒防止用
仕切り板を設けて管理�

万一、漏洩しても保管庫外
へ流出しないようにコンク
リートで周囲を固めている�

有害物質の流出に備えて、年一回
訓練を実施している様子�

漏洩対策用キットを各部
門に設置�

半導体製造のクリーンルームで使用してい
る特殊材料ガス漏洩を想定した訓練の様子。�
万一、ガス漏れが発生しても、被害を最小限
に防ぐため、年間４～６回の訓練を実施�

空気の流れ�
水の流れ�

原
水�

活
性
炭
塔�

B

P

■ 段塔式揮散処理装置�
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　 化学物質管理の考え方�
オムロンでは、国内外の複数の法規制やその動向な

どにより、規制物質を定めて開発段階から使用規制を

行っています。特定／代替フロンをはじめ、アスベスト、

特定臭素系難燃材などの全廃のほか、鉛、カドミウム、六

価クロムなどの使用量削減を推進しています。�

特定フロンについては1994年に、代替フロンは1995年

に、それ以外の有機塩素系溶剤については1998年に

全廃しました。�

2001年度は製品に含まれる

有害物質を削減するため、

購入部品、原材料などに含

まれる化学物質データベー

スを構築し、2002年度より運

用を開始しました。�

生産�

保管倉庫のシャッターを�
開けた状態�

高圧コンデンサの保管例�

生産�
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物流・リサイクル�
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　 物流改革�
オムロンでは、2005年3月までに、海外拠点を含めサプ

ライチェーン・マネジメント（ＳＣＭ）を改革する計画をたてて

います。その第一弾として、在庫拠点の再編を行いました。�

従来は、主要な市場である東京・名古屋・大阪の3ヵ所

に流通センターを配置し、そのすべてのセンターへ全国

10工場から生産品を配送し、在庫していました。東京・

大阪の流通センターでは約1万点の商品を在庫として

持ち、特約店様からの受注に備えていました。今回の物

流再編では、「1商品1在庫ロケーション」をコンセプトに、

在庫配置を集約しました。�

この結果、工場から流通センターへの動線は3分の1

となり、トータルで年間3億円の物流コストを削減するとと

もに、在庫の重複を解消して従来の約20％（約6億円）

の在庫を削減しました。現在は、在庫0.5ヵ月分、納期遵

守率99％以上を維持しています。�

環境面では、動線の削減と輸送効率の向上により、ト

ラック輸送便数の減少と一部モーダルシフトにより年間

で約798トンのＣＯ2削減を見込んでいます。�

今後は、海外への生産拠点の移管なども含め、在庫、

物流コストのさらなる削減と環境負荷低減に向けて、ワー

ルドワイドなＳＣＭ改革に取り組みます。�

オムロンでは、国内だけでなく海外のサイトにおいても

環境負荷削減への取り組みを行っています。1996年に

オランダの生産会社でＩＳＯ14001の認証取得をスタート

してから、2000年8月までにすべての海外生産拠点にお

いて認証取得を完了しています。�

エリア別のデータは右表のとおりです。各エリアか

ら1工場（サイト）の状況を掲載します。また紙面の都

合上、海外でのボランティア活動についても本ページに

紹介します。�

物流�

　 ATMリサイクル�
オムロンは2001年1月に使用済みＡＴＭ（現金自動預

金支払機）のリサイクル実証研究をスタートし、使用済み

ＡＴＭの回収、手作業での解体分別、素材のリサイクル

や部品の再利用に取り組んでいます。�

これまでに約300トンのＡＴＭをリサイクル処理し、重量

比98％以上のリサイクル率を達成しています。手作業で

解体分別することで、素材の分別が徹底され、高品質

のリサイクル素材を得ることができています。�

また、回収したＡＴＭの中には、比較的新しいＭ／Ｃ（モ

ジュールコンポーネント）を搭載しているものがあり、保守

用部材として再利用の検討を行っています。解体作業

の中で得られたアイデアやデータを生かし、より分解・リサ

イクルしやすい製品の開発を進める考えです。�

リサイクル�

オムロン三島事業所（静岡）�

東京�
流通センター�

名古屋�
流通センター�

大阪�
流通センター�

2000年8月廃止�

2001年5月廃止�

2001年8月設立�

2000年6月設立�

存続�

オムロン岡山�

オムロン山陽（岡山）�

オムロン草津事業所（滋賀）�

オムロン綾部事業所（京都）�

オムロン倉吉（鳥取）�

オムロン出雲（島根）�

オムロン熊本�

オムロン武雄（佐賀）�

オムロン阿蘇（熊本）�

改善前�

オムロン三島事業所（静岡）�

富士�
流通センター（静岡）�
�

岡山�
流通センター�

大阪�
流通センター�

オムロン岡山�

オムロン山陽（岡山）�

オムロン草津事業所（滋賀）�

オムロン綾部事業所（京都）�

オムロン倉吉（鳥取）�

オムロン出雲（島根）�

オムロン熊本�

オムロン武雄（佐賀）�

オムロン阿蘇（熊本）�

改善後�

九州→大阪間　　10ｔトラック1台削減�
九州→名古屋間　10ｔトラック1台から鉄道5ｔコンテナへ変更�
大阪→東京間　　10ｔトラック1台削減�

トラックの削減�

メンテナンス�

リペア�

生産�

手作業による分解で分別を徹底�
回収された使用済みATM

原材料�

部品再利用� リサイクル�

埋立�

市場使用状態�

廃棄物抑制�

省資源設計� 長寿命設計�

材料再生�

熱回収�

■ 金融システム機器のライフサイクル�

海外での取り組み�

Environmental Performance

北米�
ＯＭＲＯＮ ＭＡＮＵＦＡＣＴＵＲＩＮＧ ＯＦ ＡＭＥＲＩＣＡ，ＩＮＣ．
（アメリカ）�

・事業内容：ＰＣ、センサ、スイッチ、車載製品の製造�
・従業員数：51人�

エネルギー使用量�

廃棄物排出量�

電力�

中国（5サイト）�

アジア・パシフィック（4サイト）�

北米（3サイト）�

欧州（3サイト）�

海外全体�

1,208

3,064

1,542

221

6,035

12.0

17.9

1.7

0.4

32.0

58.3

エリア� 電気使用量（万kWh)�水使用量（万m3）�再資源化率（％）�

68.0

61.3

62.7

62.6

環境データ�

366万kWh

ガス� 10万m3

総排出量� 47t

再資源化量� 35t

再資源化率� 74.5％�

0.2万m3水の使用量�

中国�
ＯＭＲＯＮ　ＤＡＬＩＡＮ　ＣＯ．，ＬＴＤ．（中国）�

・事業内容：健康機器の製造・販売�
・従業員数：1,525人�

エネルギー使用量�

廃棄物排出量�

電力�

環境データ�

280万kWh

ガス� 8万m3

総排出量� 640t

再資源化量� 385t

再資源化率� 60.2％�

6.7万m3水の使用量�

アジア・パシフィック�
ＰＴ ＯＭＲＯＮ ＭＡＮＵＦＡＣＴＵＲＩＮＧ ＯＦ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ
（インドネシア）�
・事業内容：制御製品の製造�
・従業員数：1,775人�

エネルギー使用量�

廃棄物排出量�

電力�

環境データ�

788万kWh

オイル� 1,728kl

総排出量� 30t

再資源化量� 30t

再資源化率� 100％�

6.2万m3水の使用量�

欧州�
ＯＭＲＯＮ ＭＡＮＵＦＡＣＴＵＲＩＮＧ ＯＦ ＴＨＥ ＮＥＴＨ-�
ＥＲＬＡＮＤＳ Ｂ．Ｖ．（オランダ）�

・事業内容：温度調節器、FA機器の製造�
・従業員数：200人�

エネルギー使用量�

廃棄物排出量�

電力�

環境データ�

140万ｋWh

ガス� 9万m3

総排出量� 86t

オイル� 2,600kl

再資源化量� 46t

再資源化率� 53.5％�

0.2万m3水の使用量�

海外におけるボランティア活動�
オランダ�マレーシア� ブラジル� イギリス�アメリカ�

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス�

リサイクル�

販売・使用�

物流�

OMRON MANUFACTURING�
OF THE NETHERLANDS B.V.
では、白血病予防を進め
る団体を支援しています。
白血病の息子を持つ男
性が、資金を集めるために
スケートツアーを行ってお
り、社内のスケーティング
部員も一緒に走りました。�

Omron Electronics Sdn Bhd.と�
Omron Business Systems Sdn. Bhd.
では、Klang Selangor障
害児協会で食事介助や
ゲームなどの慈善活動を
行いました。また、会社と
社員の善意の募金で、
3800リンギットをこの協会
に寄付しました。�

Omron Electronics LLC �
のオムロンデーの活動に
は109名の従業員が参加
しました。食糧貯蔵配給
所や地域の森林保護団
体でのボランティアから献
血まで、多くの活動の中
から好きなものを各自が
選択して行いました。�

Omron Europe UKは、
オムロンデーに近くの幼
稚園を訪れ、園児が遊ぶ
ための庭を整備しました。
壊れかけていたフェンス
を修理して明るい色のペ
ンキを塗り、ベンチやパラ
ソルを置き、小屋に楽しい
絵を描くことで、見違える
ような庭になりました。�

Omron Electronica do Brasil Ltda.
は、身体/精神障害者の
リハビリを行うＮＰＯを訪
問し、歌やダンスを企画し
て施設の人 と々ともに楽
しみました。同じ地域住
民としてお互いを知り合う
良い機会となりました。�

海外生産サイト別活動状況はWeb上でご紹介しています。�
URL http  //www.omron.co.jp/kankyo/

環 境 パ フ ォ ー マ ン ス �
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環境マネジメント�

　 環境保全推進体制�
環境問題は、経営者・社員をはじめ取引先様のご協

力を得て、全組織が有機的に取り組むべき経営課題と

とらえ、全社的な環境保全推進体制を構築しています。

各カンパニーの代表で構成する環境委員会を設置し、

環境担当役員を委員長として、コーポレートとカンパニー

の戦略整合を行っています。また、各組織は定量的な目

標を定め、自らの課題を明確にしながら、目標達成に向

けて取り組んでいます。�

　 環境会計�
環境会計は、企業が環境対策に要した投資・費用（環

境保全コスト）とそれに伴う効果を定量的に把握し、経

営意思決定および情報開示での活用を支援するツール

です。オムロンでは2000年度に１カンパニーで試行・導入

し、2001年度より全社に展開しました。2001年度は国内

生産15サイトを対象に環境省「環境会計ガイドライン」

2000年度版に基づいて集計しました。下表に集計結果

を示します。環境保全コストは投資・費用を合わせて12

億円、金額効果は1.7億円となり投資対効果は14％と

なりました。�

　また、事業貢献の視点から新商品売上に占めるエコ

商品の売上比率は17%となりました。今後は対象範囲の

拡大（事務・営業部門、研究部門、海外など）、環境会計

指標（金額、物量）の設定とそれによる評価などに取り

組み、より充実した環境会計の推進を図る予定です。�

　環境保全戦略と施策の推進組織�

環境委員会は、環境経営会議の意向を反映し、主要

な環境課題の審議・決定・推進を行っています。�

　 環境監査体制�
オムロンは、第一者（サイト内部）と第二者（全社）の

環境監査制度を導入し、環境方針に基づき環境マネジ

メントシステムが正しく運用されているかのチェックを行っ

ています。環境監査は、環境パフォーマンスの改善を継

続的、かつ効果的に遂行するための経営資源やシステ

ムの改善事項を見出す重要なしくみと位置付けています。�

サイト内部監査では、システムの運用状況や、目的・目

標の実施状況、進捗状況および達成できなかった原因、

法規制や自主基準の遵守などを監査しています。今後、

全社（グル－プ）監査では、環境パフォ－マンスの向上と

環境リスク予防・軽減を主眼におき監査内容の充実を

図ります。�

　環境国際規格ＩＳＯ14001 認証取得状況�

オムロンでは企業の義務としてＩＳＯ14001認証の早

期取得という方針を1995年9月に表明しました。�

主要生産全サイト（国内18、海外15）が認証取得して

います。また、2000年度末に統合認証を取得した研究所、

事務・営業の9サイトに京都駅前事業所の追加認証�

（2002年3月）を受け、国内研究所および主要オフィスへ

のＩＳＯ14001導入を完了しました。今後はISO14001を

ベースとして、コ－ポレ－ト全領域での環境負荷低減の

加速を図るための施策を展開します。�

集計ルール�
(1)集計項目　　　環境省環境会計ガイドライン2000年

　　　　　　　　　度版を参考�
(2)集計期間　　　2001年4月から2002年3月　�
(3)集計範囲　　　国内生産15サイト�
(4)減価償却費　　計上せず�

(5)研究開発コスト　開発テーマ額に環境改善の　　　　

　　　　　　　　　投入比率を乗じて算出�

(6)研究開発効果　エコ商品売上貢献 �

【推進組織図】�

（専門部会）�

環境委員会�

カンパニー�

（各カンパニーに環境委員会）�

環境経営会議� 環境委員会�
委員長:環境担当役員�
委員:カンパニー代表�

�

鉛フリー/�
リサイクル推進部会�

省エネ/�
ゼロエミ推進部会�
�

取締役会�

社　長�

品質・環境本部�

エコ商品推進部会�

人事本部� 技術本部�

（国内）生産：18サイト　研究・開発：4サイト　オフィス系：6サイト （海外）生産：15サイト　合計：43サイト� 02年4月現在�

■ ISO14001 認証取得サイト一覧�

■環境保全コスト�

■ 物量効果� ■ 金額効果�
実績�項目� 実績�項目�

ＣＯ2換算排出量 �

再資源化率�

PRTR指定物質移動量・排出量 �

エコ商品認定数  

11,747ton-C�

92.0％�

2.87t �

18件�

生産・サービスに伴って上流または下流で生じる環境負荷を抑制するための環境保全コスト�
（製品回収、リサイクル化のためのコスト　等）�
�
管理活動における環境保全コスト�
（環境マネジメントシステム構築、維持コスト、社員への環境教育コスト　等）�

■ 環境指標による評価�
項目� 説明� 実績�

投資対効果�
（金額効果／環境保全コスト）�

エコ商品売上比率�
（エコ商品売上金額／新商品※売上金額）�
�

※新商品とは新規に開発または設計した商品で、かつ発売から3年以内の商品をいいます�

所定のコストでどれだけの�
経済効果を上げたか �

環境配慮商品の事業貢献度 �

使用エネルギー（電気、ガス、重油）�
削減による節約額�

節水等による上水の節約額  �

廃棄物削減・委託業者変更による�
節約額、有価物売却益  �

　　　　　合計�

※京都事業所、東京事業所、大崎事業所、名古屋事業所、小牧車載事業所、大阪事業所、�

　京都駅前事業所、京都研究所、筑波研究所、熊本研究所が一括認証取得�

産業廃棄物置場での監査�化学物質保管庫の管理状態を監査�

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト�

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト�

オムロン（株）�国内� 綾部事業所� BVQI 1996/11/16
区分�国内外� サイト名� 認証機関�初回認定日�

三島事業所� BVQI 1997/9/15
草津事業所� BVQI 1998/12/25

オフィス＆ラボラトリー（10サイト※）�

水口工場� BVQI 1997/6/12

オムロン飯田株式会社�
BVQI 2001/4/3

オムロン一宮株式会社�
JQA 1998/10/2�関係会社�

オムロン武雄株式会社�
BVQI 1996/12/8

オムロン直方株式会社�
JACO 1998/2/23

オムロン山陽株式会社�
BVQI 1997/7/26�

オムロン松阪株式会社�
JQA 1999/1/8

オムロン岡山株式会社�
BVQI 1998/2/21

オムロン出雲株式会社�
BVQI 1997/8/2 �

オムロン阿蘇株式会社�
JACO 1998/1/26

オムロン倉吉株式会社�
BVQI 1997/9/15

オムロン熊本株式会社�
JACO 1997/9/29
JACO 1997/8/26

オムロン京都太陽株式会社� BVQI 1998/3/31
オムロン太陽株式会社� BVQI 2000/9/30
オムロン野村松野株式会社� BVQI 2001/10/10
Shanghai OMRON Automation System Co., Ltd.� SCEMS 1998/11/27
OMRON (Shanghai) CO., Ltd. SCEMS 1998/12/8

中国上海�

中国上海�
中国上海�

海外�

Shanghai OMRON Control Components. Co., Ltd.�EIQA 1999/2/5
中国大連� OMRON (Dalian) Co., Ltd. CCEMS 1998/12/14 
台湾� OTE ENGINEERING INC.� SGS 1999/2/10 �
韓国� OMRON Automotive Electronics Korea Co., Ltd.� KMA-QA 1999/3/26
マレーシア� OMRON Malaysia Sdn. Bhd.� SIRIM 1998/12/18
インドネシア� PT OMRON Manufacturing of Indonesia� BVQI 1997/8/26
フィリピン� OMRON Mechatronics of the�

Philippines Corporation
BVQI 2000/8/9

OMRON Electronics Manufacturing of �
Germany G.m.b.H.�

LRQA 1999/4/16ドイツ�

オランダ� OMRON Manufacturing of The Netherlands B.V.� LRQA 1996/11/28
イギリス� OMRON electronic Components Ltd. BSI 1998/2/9
アメリカ� OMRON Automotive Electronics, Inc.� SGS 1999/3/31
アメリカ� OMRON Manufacturing of America. Inc.� TUV 1999/5/6
カナダ� OMRON Dualtec Automotive Electronics, Inc. SGS 1999/4/23

公害防止コスト�
（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染などの環境負荷低減または維持のための環境保全コスト）�

地球環境保全コスト�
（温暖化、オゾン層破壊、省エネルギーなどの環境負荷低減または維持のための環境保全コスト）�
�
資源循環コスト�
（省資源、廃棄物削減などの環境負荷低減または維持のための環境保全コスト）�

環境負荷低減を目的とする研究・開発コスト�

環境負荷低減を目的とする社会貢献コスト�
�
環境損傷に対応するコスト（汚染修復コスト　等）�

詳細�大分類� 投資・費用�

上・下流コスト�

管理活動コスト�

事業エリア�
内コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�
�
環境損傷コスト�

250.2

234.0

279.0

0.6

378.2

30.2

2.8�
�

25.0

合計� 1200.0

単位：百万円�

単位：百万円�

119.6　　　　�

44.4　　　　�

3.4　　　　�

14％�

17％�

167.4　　　　�
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環境教育・啓発�

Social Performance社 会 的 パ フ ォ ー マ ン ス �

労働安全衛生�

社員一人ひとりが環境マインドを高め、環境保全活動

のレベルアップが図れるように、環境教育や啓発活動を

実施しています。�

　 エコライフシート（環境家計簿）の発行�
6月の環境月間に合わせて、社員の

家庭での環境保全啓発誌として「オ

ムロンエコライフシート」を作成し、配付

しました。このシートは、環境保全に関

するミニ知識や電気・ガスなどの使用

量を記録する環境家計簿で構成して

います。「環境家計簿」は家計の節

約を楽しみながら、環境に配慮した

ライフスタイルを身に付ける手助けとなる

ものです。�

今回初めての発行で、まだ十分な浸透が図れませんでした

が､2002年度はさらに社員の家庭への呼びかけを強化してい

きたいと考えています。�

　 環境提案�
6月の環境月間に全社員に対して環境提案を募集しました。

1ヵ月間の環境提案件数は、1,434件。この中から、優秀賞3件、

努力賞9件を表彰しました。また、表彰提案以外で、改善参考

事例として25件を選出し、環境掲示板で社内横展開を図り

ました。�

生産ラインでの省エネ工夫をはじめとして、電子化による

OA用紙の削減、梱包方法の改善によるダンボール箱の削減

など、社員の創意工夫により環境保全効果が出ました。�

　 社内ネットワーク「環境掲示板」�
1996年度より、社内電子

掲示板に「環境掲示板」を

開設し、環境情報の共有

化を図っています。また、フォー

ラム機能や電子メールを通

して環境保全活動につい

ての積極的な意見交換を

行っています。�

　 オムロンニュース�
すべての社員が社内情

報を共有化し、意識の改革

を図るため、社内ニュースと

して定期的に発行していま

す。オムロングループの企業

活動や環境保全活動、企

業市民活動などさまざまな

活動を紹介しています。�

　 エコNEWS�
草津事業所ではエコNEWSを定期的に発行しています。

事業所の具体的な環境保全活動プログラムの推進状況など

を紹介しています。ほかの事業所でも工場独自のニュースを

発行し、環境意識の啓発を図っています。�

　 環境月間�
毎年6月の環境月間には、

社長をはじめ役員から一般

社員までが参加し、社内の

環境取り組み優秀事例の発

表と環境先進企業様からの

講演会を開催しています。

　　　�

　社外表彰実績�
　リサイクル推進協議会会長賞�

◆京都事業所�

　紙ゴミをトイレットペーパーにリサイクル、生ごみを有機肥料化し

て製茶生産者へ提供し、お茶を購入する資源循環のしくみを作っ

たことが評価されました。�

◆三島事業所�

　10年前倒しでゼロエミッション（廃棄物の全量再資源化）を達

成するとともに、事業所全社員が環境保全活動に積極的に取り

組み、廃棄物総排出量を削減したことが評価されました。�

�

　エネルギー管理優良工場　関東経済産業局長賞�

◆三島事業所�

ＥＳＣＯによる省エネ診断・改善提案により、空調関連施設の改

修、送風機・冷温水2次ポンプのインバータ化、照明の高効率化な

どの改善取り組みが評価されました。�

事故・災害の発生要因をなくし、健康の増進を図って、

安心して働ける職場をつくるために、各事業所で安全衛

生委員会を設け、安全管理を推進しています。�

　　　　　　　　　　　　企業の公器性�
創業者「立石一真」は、企業の存在意義を社会や人間との関わりからも鋭くとらえていました。

経営者としての社会的責任の自覚と実践というテーマに真剣に取り組み、1956年「社会にあって

企業は『公器』でなければならない」という先進的な企業理念をいち早く打ち出しました。�

現在もこれをバックボーンに、「社会福祉」「科学技術」「文化芸術」「地球環境」の4分野を

中心として、社会を視野に入れたオリジナリティあふれる社会貢献活動を行っています。�

－企業市民宣言－�
私たちは、社会の一員であることを自覚し、「よりよい社会」の実践を目指し、�

誇りをもって企業市民活動を行います。�

　全社業務上災害の低減�
オムロンの生産ラインには、危険有害作業が比較的少ないため、休

業を伴う重大な労働災害の発生は非常に少ないのですが、機械など

の修理・調整などの臨時的な作業時には、不注意により、指先をつめ

たり、切り傷を負う軽い災害が発生しています。�

　労働安全衛生規格の認証を取得�
2000年3月、綾部事業所が労働安全衛生管理システム（ＯＨSＡＳ18001）

を取得したのをはじめとして、2001年6月にオムロン武雄が（株）オムロン

グループ4拠点目の認証を取得しました。�

　健康管理センタの取り組み�
個人が生きがい、働きがいを継続して追及していくベースとなるもの

は、心身ともに健康であることです。そのためには、疾病の早期発見に

加えて日頃から「健康づくりと維持」「疾病の予防」に社員自ら取り組

むことが重要であり、それらを支援する体制を整えています。ＨＭＳ（ヘ

ルスマネージメントシステム）による検診データ管理の充実、メンタルヘ

ルス、生活調査や体力測定、健康・保健指導など、幅広く健康維持・増

進を推進しています。�
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■労働災害度数率の推移�

度数率＝災害による死傷者数/延べ労働時間×100万時間�
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■業務上災害件数と休業日数の推移�
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　生涯設計プログラム�
長期リフレッシュ休暇および節目休暇制度�

社員一人ひとりが、自分の人生を、生きがい、働きがいをもっ

て送れるように支援することをねらいとして生涯設計プログラ

ムを設けています。�

1988年度より管理職には、昇進後６年目に３ヵ月の休暇がと

れる「長期リフレッシュ休暇制度」を実施。また、一般社員は、

３０歳と４０歳に１週間、３５歳と５３歳に２週間、４５歳に４週間の

節目休暇を取得することができます。家族とともにレジャーを楽

しむ、ボランティア活動に参加する、趣味の幅を広げるなど、日

常の業務を離れ、客観的に自分を見つめ直す時間をもつこと

により、個々人の意識変革を図っています。�
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企業市民活動�オムロンは4つの分野で積極的な�
活動を展開しています。�

　 大分国際車いすマラソン大会・全国車
　 いす駅伝競走大会（京都）�
1988年以来、継続して協賛し、社員のボランティア参加

を行っています。�

11月の大分車いすマラソンや、2月に京都で行われる全

国車いす駅伝競走大会に運営ボランティアとして参加し、

都大路を駆け抜ける全国の車いすトップランナーを応援し

ました。�

　 立石科学技術振興財団�
1990年設立。エレクトロニクス・情報工学の分

野で人間と機械の調和を促進する研究・国際交

流への助成を行い、研究成果の普及をサポートし

ています。2001年度は助成対象として研究20テ

ーマ、国際交流7テーマを選定し、総額4,931万円

の助成金を贈呈しました。�

　 社会福祉法人  太陽の家�
太陽の家は、大分県、愛知県、京都府にある身体障害者

が社会復帰するための訓練施設です。オムロンは活動資金

を支援するとともに、太陽の家との合併により、1972年に日本

で初めて身体障害者の方々の工場・オムロン太陽株式会社

（別府）を、1985年にオムロン京都太陽株式会社（京都）を

設立し、身体障害者の方々に働く機会を積極的に創出して

います。URL: http://www.omron-taiyo.com/

  京都オムロン地域協力基金�
地域の社会福祉活動支援や青少年の健全育成事

業支援、女性の地位向上および社会参加活動支援、

生活環境整備などに関する活動支援、文化講演会の

開催・協賛などに積極的に取り組んでいます。�

2001年5月には、ボランティア活動と環境保全と

いう視点で「京都府建築士会女性部会」「堀川と堀川

通りを美しくする会」「だん王友の会」の3団体に「第

12回ヒューマンかざぐるま賞」を贈呈。�

11月には、「人に地球に優しい」世紀への思いを

込めて地域環境活動と人権擁護活動に焦点をあて、「気

候ネットワーク」代表の浅岡美恵氏、｢藤楓協会｣理事

長の大谷藤郎氏、「京都犯罪被害者支援センター」理

事長の大谷實氏の3氏に対して、「第16回ヒューマ

ン大賞」を贈呈しました。�

   米国同時多発テロ被害への寄付�
2001年9月11日に米国において発生した同時

多発テロの被害地復旧支援および被災者救援のため、

日本赤十字社および米国赤十字社を通じて、オムロ

ングループとして10万ドルを寄付しました。�

　 京都コンサートホールの�
　 パイプオルガンコンサートへの協賛�
1995年に完成した京都コンサートホールへパイプ

オルガンを寄贈。パイプオルガン音楽をより多くの人

に楽しんでいただくため、オムロンパイプオルガンコン

サートへの協賛も行っています。海外の一流奏者を

招いたリサイタルや、若手オルガン奏者へ発表の機

会を提供するコンサートを開催しています。�

   オムロンデー�
1991年より、創業記念日を「オムロンデー」と制

定し、各地域拠点や海外拠点を含めたオムロングルー

プ全社をあげて、地域社会への感謝の意を込めて、

地域の清掃や植樹、

福祉施設への訪問、

パソコン教室、献血な

どを就業時間内に実

施しています。�

　 清掃登山活動支援�
チョモランマや富士山の清掃登山活

動を支援しています。�

　 オムロン京都文化フォーラム、オムロン
　けいはんな文化フォーラムへの協賛�
文化芸術の振興支援として、ＮＨＫ京都文化センターと

タイアップした文化フォーラムを市民に公開しています。

2001年度は、アルピニストの野口健氏、京都市美術館長の

上平貢氏、作詞家の阿久悠氏などを講師に招き、興味深

いお話をうかがいました。�

地域に根差した企業市民活動�

　 森林ボランティア�
京都事業所では、京都府

京北町役場のご指導のもと、

下草刈り、間伐作業を実施し

ました。参加者は体験を通して、

間伐すれば地面に日光が差し、

木の成長を助けること、下草

が生えて土砂崩れを防げることなどを学びました。今後

も毎年、下草刈り、枝打ち、植林などの作業を実施します。�

   教員の民間企業研修�
子供たちに企業の実情を伝えるために小中学校の

教員が企業活動の現場を体験する「教員の民間企業

研修」の受け入れを行っています。3日間の研修カリ

キュラムでは、15名の受講者を対象にオムロンの人

材教育、研究開発、障害者雇用、環境保全の取り組み

などを説明した後、草津事業所を見学し、企業活動へ

の理解を深めていただきました。この他、大阪事業所

では、高校生のジュニアインターンシップを受け入れ、

環境保全活動を説明しました。�
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　 地雷除去支援�
ＮＰＯ「人道目

的の地雷除去

支援の会」の趣

旨に賛同し、活

動に参画してい

ます。オムロンならではのセンシング＆コント

ロール技術と他社のテクノロジーを融合させ、

「マイン・アイ」という地雷除去センサの開

発に協力しました。�

2002年3月から外務省の支援により、タイ

王国にマイン・アイを導入するプロジェクト

の活動が開始されました。�
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環境コミュニケーション�
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ステークホルダーメッセージ�
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「びわ湖国際環境ビジネスメッセ2001」に出展�
環境産業の振興を図ることを目的に実施されている滋賀環境

ビジネスメッセは、4回目を迎えました。今回は滋賀県大津市で開か

れた第9回世界湖沼会議と時期を合わせて、「びわ湖国際環境ビ

ジネスメッセ」として2001年11月14日から17日まで開催されました。�

オムロンブースにも多数の方々にご来場いただき、エコラベル認

定商品と従来品とのエネルギー・資源の比較、省エネルギー・省資

源・安全に貢献する商品、およびＥＳＣＯ事業※をご覧いただきまし

た。�

また、同時期に滋賀県の地区ごとに開催されたミニ湖沼会議で

は、半導体専用工場である水口工場が、環境への取り組みを発

表しました。�

※ＥＳＣＯとは、電気・光・水などの使用状況を総合的に調査・分析して、企業にとっ
ての最適な省エネルギー対策を立案・実践する手法。�

京都環境フェスティバル�
“人と自然が共存する循環型社会”をテーマに、2001年12月8日、

9日の2日間、京都府が主催する京都環境フェスティバルに出展し

ました。オムロンは、綾部事業所の生産工場における廃棄物のリ

サイクル活動などを中心に紹介し、京都府民の方々にご覧いただ

きました。また、他事業者や市民団体との交流も深めました。�

�

環境報告書の発行�
1998年より毎年「環境報告書」を発行し、環境経営の理念や

環境活動への取り組み状況を報告しています。2002年度版も、幅

広い層のお客様に読んでいただけるよう、広く配付していく予定

です。また、ホームぺージの「環境への取り組み」のコーナーでは、

最新のトピックを紹介するとともに、皆さまからのご意見・ご質問な

どにも直接お答えできる体制を整えています。�

「エコプロダクツ2001」に出展�
循環型社会をめざして、ライフサイクル全般にわたり環境負荷の

低減を配慮した製品やサービスを紹介し、持続的発展を図ること

をねらいとする「エコプロダクツ2001」（2001年12月13日～15日）が

東京ビッグサイトで開催されまし

た。2000年に引き続き出展し、

環境への取り組み、エコラベル

認定商品、省エネルギーを目的

としたエネルギーの計測システム、

空調の省エネシステム、ＥＳＣＯ

事業などを紹介しました。�
�

「2001年度グッドデザイン賞」を13商品が受賞�
2001年度、670社の1290件が選ばれた「グッドデザイン賞」で、

当社から13点が受賞しました。また、「特別審査賞・ロングライフデ

ザイン賞」として電子カウンタ・タイマシリーズの4点が選ばれました。

グッドデザイン賞は、単に良いデザインというだけでなく、製品として

の新規性や技術の先進性などを含めて、トータルな顧客価値が

評価されます。ユニバーサ

ルデザインやエコロジー

への取り組みも評価ポイ

ントのひとつになっています。�

�

サイトレポートの発行�
綾部事業所は2001年9月、事業所内

での環境活動をまとめた環境レポートを

発行しました。ご来訪のお客様や地域

の方々に対して安心してお使いいただ

けるよう、具体的な活動内容を報告して

います。�

�
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省エネ・省資源・安全に貢献する商品を�

動作モデルで展示�

〔発行部数〕�

1998年度　32,000冊�

1999年度　35,000冊�

2000年度　10,000冊　英文　700冊�

2001年度　10,000冊　英文　1,000冊�

�

タイマ・カウンタ� 歩数計�

綾部事業所サイトレポート�

｝全株主様に事業報告書とともに郵送�

経営構想「グランドデザイン２０１０」の

中にも謳われている「自律」「共生」「創

造」の３つの経営視点から「最適化社会」

を目指すオムロン様の具体的な取り組み

に敬意を表します。私達ユーザーにとっ

て役立つ技術・製品の提供にとどまらず、

幅広いステークホルダーに対して、企業市民としての様 な々活動は

非常に参考になります。JR東日本も事業活動と環境保護の両立に

向けて真摯な姿勢で取り組んでいきたいと考えております。�

東洋経済新報社とグリーン・リポーティング・フォーラムの共催で行われた「

第5回環境報告書賞」の評価結果を以下に掲載します。審査結果の入

手と本報告書の発行時期との関係で、残念ながらすべての評価結果を反

映することができませんでしたが、次回以降の報告書で、さらなる充実を

図ります。�

東日本旅客鉄道（株）　総合企画本部　経営管理部　担当課長　　村川　由之�

グリーン・リポーティング・アウォードによる「オムロン環境報告書2001」（前年度版）評価結果�

今年の環境取り組みについては、これ

までの先進的な環境経営に加え、テーマ

ごとに詳細で具体的な目標を策定、ほぼ

達成しているという点で非常に評価でき

ると思います。�

今後、有害化学物質使用量の削減な

ど、環境先進企業としての更なる取り組みを期待します。環境報告

書の中身については以下の点の改善が必要だと思います。(1)環

境負荷には原単位比や経年変化を記載して取り組み効果を明確

化。（2）環境会計の物量効果には、前年比の削減量や節約量など

「効果」を記載。今後さらに充実した環境報告書を期待します。�

環境コンサルタント　　木邑　奈美�

報告書全体として、より体系的で読み

やすい構成になったと感じました。特に、

目次でGRI（Global Reporting Initiative）

や環境省のガイドラインとの関係が明示

されたことで、内容に対する信頼性がより

一層増しました。�

昨年度と比較して、環境保全の目標と2001年度の実績が最初

の部分で詳細に記述され、活動のパフォーマンスがより明確になっ

たと思います。また、環境パフォーマンスでは製品のライフサイクルに

沿って記載されており、活動のイメージが把握しやすくなりました。さ

らに、環境会計が2001年度から本格的に実施された点も評価

されます。�

その一方で、いくつかの課題も挙げられます。まず、エコファクトリ

ーの部分で紹介されているマテリアルバランスの全体像を、他のライ

フステージの追加や昨年度との比較などを通じてより総合的に発

展させてほしいと思います。また、LCAの導入のように将来目標と

年度ごとの実績値との表記方法が異なっていたり、物流部門のよう

にやや具体性に欠ける目標が見られる点は改善の余地があると思

われます。さらに、PRTR制度の本格的な実施に伴い、開発された

化学物質管理システムを早期に運用することが望まれます。�

早稲田大学理工学部複合領域　教授　　村山　武彦　�

今年の報告書は、環境会計における

効果などの内容が詳しくなり、また物流

に関する記述が加わるなど開示項目が

増え、さらに企業市民活動に関する記述

等がわかりやすくなった点が特徴的です。�

今後は環境に関する取り組みや実績

に加えて、製品や事業活動が社会的に、特に福祉の面でどのよう

な意味をもつのか説明を増やすことが望まれます。環境面でどのよ

うな配慮をしながらユニバーサルデザインを採用しているか等の情

報を、これからの読者は望むように思えます。�

（財）地球環境戦略研究機関　関西研究センター　主任研究員　　平山　健次郎�

昨年、滋賀県で第９回世界湖沼会議

が開催され、当協会では甲賀サテライト

会場で、「湖南・甲賀ミニ湖沼会議」を開

催させていただきました。その会議でオ

ムロンさんに、環境活動の発表や環境報

告書などの展示もしていただき、企業の

環境活動を、行政・民間・学者・海外の方が理解しあうすばらしい

会議になりました。�

環境報告書も、きれいな表紙が目を引き、用意していただいた英・

和文とも、一瞬の内になくなりました。今こそ企業の英知を集め世界

へ向けて発信するときを迎えていると痛感しました。今後、企業間で

連携をとりながら環境保全という目的に向かってお役に立ちたいと

思っています。強いリーダーシップを期待しています。�

湖南環境協会事務局　　猪飼　順子�

（１）環境情報開示および環境保全活動に関する企業姿勢が明示されていること�

（４）環境パフォーマンスに対する企業自身の評価や説明が加えられていること�

（５）情報の信頼性およびコミュニケーション確保のために努力していること�

（２）環境報告書としての構成が体系的で、かつ各項目間の関係および重要度が明確であること�

（３）環境パフォーマンス情報を、本業との関わりにおいて包括的かつ明瞭な形で開示していること�

応募平均※�

3.45

3.16

3.10

3.37

3.28

4.66

3.40

4.20

4.00

3.40

オムロン（株）�

■評価項目と得点�

オムロン（株）�
応募平均�

1

2

1

3

4

5
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3.37

ステークホルダーの皆さまから、本報告書についてのメッセージをいただきました。オムロンではこうした方々の声

に耳を傾け、今後の環境活動に生かしていきたいと考えています。�

※応募総数242点の平均�
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　 最適化社会の実現に向けて�
最適化社会では精神文明と物質文明がバラ

ンスされた世界づくりが重要となります。経済大

競争時代から哲学競争の時代へ進む中で、人

間の生き方、生きる喜びの追求、人間性の尊重、

社会的公正の理念を持つことが大切なこととなっ

ていきます。�

30年前の高度経済成長のまっただ中で21世

紀までの精細な未来図を描き、その時既に、企業

活動と環境、経済と環境のバランスが必要とされ

る世の中が来ることを予測していました。現在そ

の通りに社会が進行していることは驚きとともに、

オムロンが誇れる素晴らしい知恵と言えます。�

このSINIC理論を再び開き、「最適化社会」へ

のフロンティアを拓くことこそが、創業者の創った

オムロンのＤＮＡに基づく企業行動なのです。�

Environmental Management

&SINIC Theory

　 裸一貫での創業�
オムロン株式会社（旧立石電機株式会社）の

創業者立石一真が事業を起こしたのは1930年

の大不況下でした。個人で取得した実用新案ズ

ボンプレスの製造販売からのスタートでした。そ

れ以後、社会のお役に立つという信念のもと、数々

の試練や苦労を重ねながら、他の人の考えつか

ぬ多くの発明や経営手法を生みだしてきました。�

　 社会移行の５段階�
歴史の大きな流れの中から見てみると、14世

紀に世界は「農業社会」の上に「工業社会」を

積み重ねました。その後、この工業社会が、手工

業社会から工業化社会へと進み、1870年以降

は機械化社会へ、さらに20世紀には自動化社会

へと進みました。そして、20世紀末から21世紀の

入り口までの現在を情報化社会として5段階に

位置付けています。�

特に20世紀は19世紀末からの機械化社会、

自動化社会、情報化社会と３つのプロセスが急

速に移行する100年でした。そして、工業社会の

最終段階である情報化社会の後には、2005年

からの「最適化社会」へ。そのあと2025年からの

「自律社会」への移行も既にSINIC理論で予測

されています。まさに現在の日本は、その最適化

社会に入りかかっていると言えます。�

最適化社会に向けて・・・�

オムロンのおもな商品開発の歴史�

●　レントゲン写真撮影用タイマを開発�
�
�
�
�
�
�

�

�

●　誘導型保護継電器を製造�

●　国産初のマイクロスイッチを開発�

●　世界初無接点近接スイッチを開発�

�

�

�

�

●　世界初の電子式自動感応信号機を開発・設置�

●　阪急北千里駅に世界初の自動券売機と自動改札�
　　装置による無人駅システムを実用化�
�
�
�
�
�

�

●　世界初のオンライン現金自動支払機（ＣＤ）を�
　　開発・納入�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

●　わが国初POSシステムを開発�

●　プログラマブルコントローラ「SYSMAC」を開発�

●　ファジィ事業を本格展開�

●　指で測れる自動血圧計を発売�

●　太陽光発電用ソーラーインバータを発売�

●　名刺サイズ世界最小・最軽量の�
　　指式血圧計を発売�

●　光波センシング技術により、グローバル紙幣真�
　　判別技術を開発�

●　次世代型インターネットビジネス�

　　「M2M」ビジネス※を開始�

�

�
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※「Ｍ2Ｍ（マシン・トゥ・マシン）」ビジネス�
機械自らがあらゆる情報をとらえ、判断し、人や社会が必

要とする情報に変え、リアルタイムでネットへ。オムロンではす

でに「センシング＆コントロール」技術を最大限に活かし、機械

と機械がネットワーク上で付加価値の高い情報をやりとりする

「Ｍ2Ｍ」ビジネスを具現化。産業機器や設備の遠隔監視シ

ステムや自動車盗難防止システムなどに「Ｍ2Ｍ」を活用し、

ビジネスのさらなる効率化や新たなセキュリティのあり方を提

案。「センサーネット時代」がもたらす新しいネットワーク価値

とともに、無数のビジネスモデルを創出する。オムロンの新たな挑

戦です。�

　 未来予測のSINIC理論�
創業者は1970年に国際未来学会でSINIC理

論を発表しました。S I N I Cとは「S e e d -

Innovation to Need-Impetus Cyclic Evolution」

の頭文字をとったもので、その内容は、社会を進

歩発展させるには、基本的に科学と技術、社会

の３つの要素が円環的な姿で影響を与えあうこ

とを想定し、人間の進歩への欲求こそが、社会

発展の原動力になっているという考え方から未

来社会を予測したものでした。この中では、既に

今日の環境保全社会の到来をも予測していました。�


